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本報告書は、電気通信紛争処理委員会令（平成 13 年政令第 362 号）

第 14 条の規定に基づき、平成２９年度における電気通信紛争処理委員会

の活動状況を総務大臣に報告するものである。 

本報告書では、第Ⅰ部に委員会の運営状況を、第Ⅱ部に紛争処理の状況

を、第Ⅲ部に委員会のその他の活動状況等を取りまとめた。 

平成３０年４月25日

電気通信紛争処理委員会 

（参考）電気通信紛争処理委員会の年次報告に関する参照条文 

○ 電気通信紛争処理委員会令（平成１３年政令第３６２号）

（あっせん及び仲裁の状況の報告） 

第十四条 委員会は、総務大臣に対し、総務省令で定めるところにより、あ

っせん及び仲裁の状況について報告しなければならない。 

○ 電気通信紛争処理委員会手続規則（平成１３年総務省令第１５５号）

（あっせん及び仲裁の状況の報告） 

第三条 令第十四条の規定による報告は、国の会計年度経過後一月以内に、

当該会計年度中における次に掲げる事項についてするものとする。 

一 あっせん及び仲裁の申請件数 

二 あっせんをしないものとした事件及びあっせんを打ち切った事件の

件数 

三 あっせんにより解決した事件の件数 

四 仲裁判断をした事件の件数 

五 その他電気通信紛争処理委員会（以下「委員会」という。）の事務に

関し重要な事項 
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第Ⅰ部 委員会の運営状況 

第１章 委員及び特別委員の任命状況 

１ 委員の任命 

電気通信紛争処理委員会（以下「委員会」という。）は、電気通信事業、電

波の利用又は放送の業務に関して優れた識見を有する者のうちから、両議院の

同意を得て、総務大臣が任命する委員５名（任期３年）をもって組織される 

（電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号）第１４５条及び第１４７条）。 

平成３０年３月３１日現在の委員は以下の５名である。 

【委員】 平成３０年３月３１日現在 

氏 名 役 職 等 任 命 日 

AE中 E

な か

AAE山 E

や ま

A AE隆 E

た か

AAE夫 E

お

（委 員 長） 

弁護士 

中央大学大学院法務研究科

教授 

（元福岡高等裁判所長官） 

平成 28年 12月 3日再任 

（第 1期：平成 25 年 12月 3 日 

～平成 28年 12 月 2日） 

AE荒 E

あ ら

AAE川 E

か わ

A A E薫 E

かおる

（委員長代理） 

明治大学総合数理学部長・

教授 

平成 28年 12月 3日再任 

（第 1期：平成 25 年 4月 1 日 

～平成 25年 12 月 2日） 

（第 2期：平成 25 年 12月 3 日 

～平成 28年 12 月 2日） 

AE小 E

お

AAE野 E

の

A AE武 E

た け

AAE美 E

み

東京経済大学経営学部教授 

平成 28年 12月 3日再任 

（第 1期：平成 25 年 12月 3 日 

～平成 28年 12 月 2日） 

AE平 E

ひ ら

AAE沢 E

さ わ

A AE郁 E

い く

AAE子 E

こ

弁護士 

平成 28年 12月 3日再任 

（第 1期：平成 25 年 12月 3 日 

～平成 28年 12 月 2日） 

AE山 E

や ま

AAE本 E

も と

A AE和 E

か ず

AAE彦 E

ひ こ 一橋大学大学院法学研究科 

教授 

平成 28年 12月 3日再任 

（第 1期：平成 22 年 12月 3 日 

～平成 25年 12 月 2日） 

（第 2期：平成 25 年 12月 3 日 

～平成 28年 12 月 2日） 

２ 特別委員の任命 

委員会には、委員のほか、あっせん若しくは仲裁に参与させ、又は特別の事

項を調査審議させるため、総務大臣が任命する特別委員（任期２年）を置いて

いる（電気通信紛争処理委員会令（平成１３年政令第３６２号）第１条）。 

平成２９年度においては、特別委員の任期が満了したことに伴い、平成２９
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年１１月３０日付けで、総務大臣より８名の特別委員が任命された。８名のう

ち、２名は新任、６名は再任である。 

【特別委員】 平成３０年３月３１日現在（五十音順） 

氏 名 役 職 等 任 命 日 

AE青 E

あ お

AAE柳 E

や ぎ

A AE由 E

ゆ

AAE香 E

か
横浜国立大学大学院 

国際社会科学研究院 

准教授 

平成 29年 11月 30日再任 

（第 1期：平成 27 年 11月 30 日 

～平成 29年 11 月 29日） 

AE荒 E

あ ら

AAE井 E

い

A AE耕 E

こ う 一橋大学大学院 

商学研究科教授 

平成 29年 11月 30日再任 

（第 1期：平成 25 年 11月 30 日 

～平成 27年 11 月 29日） 

（第 2期：平成 27 年 11月 30 日 

～平成 29年 11 月 29日） 

AE大 E

お お

AAE橋 E

は し

A A E弘 E

ひろし 東京大学大学院 

経済学研究科教授 

平成 29年 11月 30日再任 

（第 1期：平成 27 年 11月 30 日 

～平成 29年 11 月 29日） 

AE小塚 E

こ づ か

A AE荘一郎 E

そういちろう

学習院大学法学部教授 

平成 29年 11月 30日再任 

（第 1期：平成 23 年 11月 30 日 

～平成 25年 11 月 29日） 

（第 2期：平成 25 年 11月 30 日 

～平成 27年 11 月 29日） 

（第 3期：平成 27 年 11月 30 日 

～平成 29年 11 月 29日） 

AE眞 E

さ な

AAE田 E

だ

A AE幸 E

ゆ き

AAE俊 E

と し 慶應義塾大学理工学部 

電子工学科教授 
平成 29年 11月 30日新任 

AE矢 E

や

AAE入 E

い り

A AE郁 E

い く

AAE子 E

こ 上智大学理工学部 

情報理工学科准教授 

平成 29年 11月 30日再任 

（第 1期：平成 27 年 11月 30 日 

～平成 29年 11 月 29日） 

AE葭葉 E

よ し ば

A AE裕子 E

ひ ろ こ

弁護士 平成 29年 11月 30日新任 

AE若 林 E

わかばやし

A AE和 E

か ず

AAE子 E

こ

公認会計士 

平成 29年 11月 30日再任 

（第 1期：平成 23 年 11月 30 日 

～平成 25年 11 月 29日） 

（第 2期：平成 25 年 11月 30 日 

～平成 27年 11 月 29日） 

（第 3期：平成 27 年 11月 30 日 

～平成 29年 11 月 29日） 
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第２章 委員会の開催状況 

平成２９年度は、次のとおり９回の委員会を開催した。 

会合 日 付 議 事 等 

第 172回 平成 29年 

4月 19日 

～21日 

平成 28年度年次報告の決定及び総務大臣に対する報告に

ついて 

※文書による審議 R（注）

第 173回 平成 29年 

5月 24日 

1 固定電話網のＩＰ網への円滑な移行について 

2 事業者等相談の最近の状況について 

3 ＦＶＮＯ事業者間契約に係る実態等調査の概要につい

て 

第 174回 平成 29年 

6月 28日 
株式会社テレビ東京の放送用施設の視察 

（委員会の様子） 
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第 175回 平成 29年 

9月 7日 

1 坂井総務副大臣挨拶 

2 電気通信事業分野における市場検証（平成 28年度）年

次レポートについて 

3 あっせん事案のケーススタディ 

（挨拶する坂井副大臣） 

第 176回 平成 29年

11月 17日 
1 ＭＶＮＯ事業の現況と課題について 

2 ＦＶＮＯ事業の現況と課題について 

第 177回 平成 29年

12月 6日 

～7日 

あっせん委員及び仲裁委員対象者の指定について 

※文書による審議

第 178回 平成 30年 

2月 5日 

区域外再放送に係る報告等について 
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第 179回 平成 30年 

2月 20日 

1 ネットワーク制御に関する研究開発動向 

2 事業者等相談の状況について 

（委員会の様子） 

第 180回 平成 30年 

3月 22日～

28日 

平成 29年度年次報告について 

※文書による審議

注：「文書による審議」とは、電気通信紛争処理委員会運営規程第２条第２項に基づく審議（招

集せずに行う委員会）をいう。 
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第Ⅱ部 紛争処理の状況 

委員会は、次の３つの機能を有している。 

① 電気通信事業者間、電気通信事業者とコンテンツ配信事業者等との間、

ケーブルテレビ事業者等と地上基幹放送（地上テレビジョン放送）事業者と

の間等の紛争に対し、「あっせん」や「仲裁」を実施すること（電気通信事 

業法第１５４条から第１５７条の２まで、電波法第２７条の３５及び放送法

第１４２条） 

② 総務大臣が、接続協定等の細目の裁定、業務改善命令等を行う際、総務大

臣から諮問を受け、審議・答申を行うこと（電気通信事業法第１６０条、

放送法第１４４条）

③ あっせん・仲裁や諮問に対する審議・答申に関し、競争ルールの改善等に

ついて意見があれば、総務大臣に対し勧告を行うこと（電気通信事業法第

１６２条）

また、事務局に事業者等相談窓口を設けて、事業者間の紛争に関する相談や問

合せに対応している。 

なお、委員会の機能等については資料編の【資料１】、委員会設置以降の紛争

処理の概況については資料編の【資料２】のとおりである。 

１ 紛争処理件数 

平成２９年度においては、あっせん・仲裁の申請はなく、処理が継続又は終

了した案件はなかった。 

また、総務大臣からの諮問は行われず、本年度中に答申を行った案件はなか

った。総務大臣への勧告についても行わなかった。 

２ 事業者等相談窓口における相談 

平成２９年度においては、事業者等相談窓口において、１７件の相談及び問

合せを受けた（平成２８年度は２２件）。相談内容ごとの受付件数及び相談対

応結果は、次のとおりである。 

平成２９年度は、地上基幹放送の再放送に関する相談が多く寄せられた。 

相 談 内 容 受 付 件 数 

① 卸電気通信役務の提供 ０件 

② 接続の諾否 ０件 
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③ 土地等の利用 ０件 

④ その他電気通信に係る契約 ３件 

⑤ 地上基幹放送の再放送に関する同意 １１件 

⑥ その他 ３件 

計 １７件 

※ 同一案件に係る複数回の相談を含む。

（参考）相談件数（平成 23 年度～29年度） 

相談対応結果 件 数 

① あっせん等の申請があった ０件 

② 事業者間の協議等が進捗し解決した ０件 

③ 事業者間協議を継続することとなった １２件 

④ 事業者の判断により、協議の継続等を行わない

こととした
０件 

⑤ 手続に関する説明を行った ０件 

⑥ その他 ５件 

計 １７件 

※ 同一案件に係る複数回の相談を含む。
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第Ⅲ部 委員会のその他の活動状況等 

第１章 政策担当部局からのヒアリング等 

委員会は、急速に変化しながら発展を続ける電気通信分野の市場環境や政策動

向を平素から十分に把握し、具体的紛争事案の提起に備える必要がある。 

 このため、平成２９年度には、委員会において次のとおり、政策担当部局、有

識者及び事業者団体から関係分野に関する情報収集等を行った。 

１ 政策担当部局からのヒアリング

（１）平成２９年５月２４日 第１７３回委員会

総合通信基盤局から「固定電話網のＩＰ網への円滑な移行」について説明

を受け、意見交換を行った。 

【説明の概要】 

１ これまでの経緯と今後の予定 

・ ＮＴＴは、２０２５年頃に中継交換機・信号交換機が維持限界を迎えること

等を踏まえ、２０１５年１１月、固定電話網をＩＰ網に移行する構想を発表。

これを受けて、２０１６年２月、総務大臣から、情報通信審議会（会長：内山田 

竹志（トヨタ自動車株式会社取締役会長））に対し「固定電話網の円滑な移行の

在り方」について諮問。同審議会において、固定電話網のＩＰ化に伴い発生す

る各種制度的課題や、事業者・利用者に関する課題への対応について整理（情

報通信審議会「固定電話網の円滑な移行の在り方」一次答申～移行後のＩＰ網

のあるべき姿～（平成２９年３月２８日））。 

・ 今後、２０１７年夏から秋頃に二次答申が取りまとめられる予定 P0F

1
P。その後、

事業者による事前準備、システム開発・検証、東京オリンピック・パラリンピッ

ク競技大会後となるＩＰ-ＩＰ接続へのシステム変更、さらには、契約移行を含

めた固定電話からメタルＩＰ電話への切替えが全国的に行われていき、２０２

５年にはＩＰ網への移行を完了するという流れを想定。 

２ 一次答申（平成２９年３月２８日情報通信審議会） 

・ 全国あまねく提供される固定電話は、地域の住宅・事業所といった拠点との

基本的な通信手段であり、社会経済活動に不可欠な基盤として、ＩＰ網への移

行後も必要。その上で、メタル電話から光ＩＰ電話、さらに光ブロードバンド

1「固定電話網の円滑な移行の在り方」二次答申～最終形に向けた円滑な移行の

在り方～（平成２９年９月２７日）
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への移行を見据えた競争環境整備を促進する一方、移行に直ちに対応できない

利用者に対しては、メタルＩＰ電話などの補完的措置を提供すべきと整理。さ

らに、「利用者」及び「事業者」の視点から、円滑な移行のために、個別課題の

具体的方向性を整理。 

・ まず、新しく提供されるメタルＩＰ電話の信頼性・品質の確保に関して、技

術基準などを整理。メタルＩＰ電話の信頼性・品質は現行の加入電話と同等水

準を確保。詳細については、ＩＰネットワーク設備委員会において、技術的な

検討を開始している。 

・ また、固定電話の信頼性・品質の確保の一環として、緊急通報についても整

理。ＮＴＴが警察・消防などの緊急通報受理機関の要望を踏まえて協議をして

いくことや、審議会としてフォローアップをすることを整理。 

・ 現在ユニバーサルサービスとして位置づけられているメタル電話の役割を実

質的に継承するという点に着目し、メタルＩＰ電話についてもユニバーサルサ

ービスとして位置付けることが適切。また、今後、光ＩＰ電話を見据えた様々

な提供形態が想定されるところ、今後のユニバーサルサービスについては、論

点を引き続き整理。

・ ＩＰ網への移行に伴って終了するサービスの中で最も大きなものの１つであ

る「ＩＮＳネット（ディジタル通信モード）」の扱いについて検討し、その終了
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に向けてＮＴＴが留意して対応すべき点などを整理。また、今後、他事業者に

より十分に提供されないサービスが終了する場合に、利用者保護の観点から総

務省が事業者の取組状況をあらかじめ確認するなどのルールの導入について

検討。 

・ 現在全国に多数ある相互接続点が東京・大阪の２つの接続点に集約され、そ

こに各事業者のネットワークがつながっていくこととなるという大きな構造変

化が発生。これに伴い、事業者のＩＰ網同士の接続に必要となる「電話を繋ぐ

機能」の役割などを整理。 

・ 今後、メタルＩＰ電話、さらに光ＩＰ電話への移行を促す観点から、ＮＴＴ

東西のＩＰ網（ＮＧＮ）における競争環境整備などが必要であることから、競

争環境整備を促進する方向性を整理。 

・ 現在の固定電話の「番号ポータビリティ」は、携帯電話のような「双方向番

号ポータビリティ」ではなくＮＴＴ東西から他者への「片方向番号ポータビリ

ティ」のみ実現。ＩＰ網への移行に伴い固定電話においても「双方向番号ポー

タビリティ」を早期に実現。

・ 現在提供されている「マイライン」（加入電話の通話部分を「市内」「県内市

外」「県外」「国際」の区分ごとに中継事業者を選択できるサービス）について、

ＮＴＴは、ＩＰ網への移行に伴い提供できなくなるという考えを表明。マイラ

インを活用する事業者からは、これまで培った顧客基盤を確保する観点から、

何らかの代替機能が必要という主張があり、この点については、二次答申を含

めて継続的に検討。 

・ 現在のＮＴＴ東西の固定電話発・携帯電話着の利用者料金については、事業

者間の合意により着信側である携帯電話事業者が料金設定をしており、高額と

なる傾向。他方、ＮＴＴ東西の光ＩＰ電話発の利用者料金については、発信側

であるＮＴＴ東西が料金設定をしており低額となる傾向。これに関して、料金

設定に関する利用者へのわかりやすい周知や事業者間協議を促進していくこ

とが適当。 

２ 二次答申に向けた検討 

・ 二次答申においては、２０２５年に向けた具体的なスケジュールについての整

理、中でも契約面・サービス提供における移行工程やネットワーク設備に着目し

た移行工程について整理する予定。また、一次答申で指摘した課題のうち事業者

間協議や詳細な検討が必要な個別課題についても引き続きフォローアップを実

施。 
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（２）平成２９年９月７日 第１７５回委員会

総合通信基盤局から「電気通信事業分野における市場検証（平成２８年度）

年次レポート」について説明を受け、意見交換を行った。 

【説明の概要】 

１ 電気通信事業分野における市場検証の概要 

・ 平成２６年１２月の情報通信審議会（会長：西田 厚聰（株式会社東芝相談役））

の答申を踏まえ、市場動向の分析・検証及び電気通信事業者の業務の適正性等の

確認を一体的に行う市場検証を実施。 

・ また、電気通信事業法等の一部を改正する法律（平成２７年法律第２６号、平

成２８年５月施行。以下「改正電気通信事業法」という。）附則第９条における３

年経過時の検討規定を踏まえ、検証期間を平成２８年の夏から平成３１年の夏ま

での３年間としている。 

・ 改正電気通信事業法の改正事項を踏まえ、検証期間における重点事項は、①固

定通信・移動通信における卸及び接続、②移動通信における禁止行為規制の緩和

の影響、③グループ化の動向、④消費者保護ルールに関する取組み状況の４つの

事項を基本とし、①については平成２８年度の重点事項、④については１年目か

らの継続重点事項、②、③は平成２９年度以降の重点事項としている。 

・ 市場検証のプロセスは、電気通信市場検証会議（座長：大橋弘（東京大学大学

院経済学研究科教授））の助言を受けつつ、毎年度の年次計画に基づき市場の分

析・検証及び電気通信事業者の業務の適正性等の確認を実施。それらを年次レポ

ートとしてまとめて、必要なものについては制度・政策の見直しに反映。 
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２ 電気通信市場の分析 

（１）移動系通信

・ 移動系通信の契約数は約１億６,８００万（２０１７年３月末時点。以下同

じ。）であり、携帯電話は約１億６,３００万。ＭＮＯ３グループの契約数の対

前期増減率は、ＮＴＴドコモは＋２.８％、ＫＤＤＩが＋３.６％、ソフトバン

クは－１.７％。一方で、ＭＶＮＯは＋２５.０％と対前期増加率が高水準。

・ 移動系通信市場の事業者別シェアは、ドコモが３９.８％、ＫＤＤＩが２６.

８％、ソフトバンクが２４.０％。ＭＶＮＯは９.４％（前年度比＋１.６ポイン

ト）で増加傾向。結果、ハーフィンダール・ハーシュマン・インデックス（Ｈ

ＨＩ）は、２,９６６であり減少傾向。 

・ ＭＶＮＯの契約数（契約数が３万以上のＭＶＮＯのサービス区分別契約）

は、ＳＩＭカード型が８９１万、通信モジュールが４２０万と、ともに増加

傾向。事業者数は、一次ＭＶＮＯサービス事業者数が３１６者（前年度比＋

８９者）。二次以降のＭＶＮＯサービス事業者も３６８者（前年度比＋４３者）

であり、前年度末と比べて大きく増加。契約数３万以上のＭＶＮＯのうち、

ＳＩＭカード型を提供する事業者の数は４１者と増加しており、事業者数は

堅調に増加。 

・ ＭＮＯ（大手携帯電話事業者）のスマートフォン料金のプランは、おおむ

ね横並びの状態。他方、スマートフォン料金の低廉化に向けた取組みとして、

２０１５年１２月の総務大臣の要請等を踏まえ、各ＭＮＯにおいてユーザー

のニーズに応じたきめ細かい料金プランを設定。また、ＭＶＮＯの料金プラ

ンも多様化が進行。

・ ＭＶＮＯのサービスの認知度は、よく知っているという回答が３８.３％

（前年度比６.１ポイント増加）であり認知度が上昇。利用率は１６.５％に増

加しており、利用したいという回答も６９.６％に増加。 

・ ＳＩＭロック解除の状況については、ＳＩＭロック解除に関するガイドラ

インも踏まえ、２０１６年度に発売された７７の端末のうち９７.４％がＳＩ

Ｍロック解除可能な端末及びＳＩＭフリー端末。ＳＩＭロック解除の利用件

数も増加しており、利用者の意向としても、活用した・活用してみたいとい

う回答が５４.７％と増加。 

・ 料金プランの選択状況は、ＭＮＯのスマートフォン利用者のうち、音声の

ライトユーザー向けプランを利用している者が２９.４％。また、２０１６年

６月から２年契約の自動更新に関し、２５ヶ月目以降は違約金なく解約でき
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るプランが各社から提供されたことにより、当該プランを契約していると回

答した者が増加（ＮＴＴドコモでは１１.５％、ＫＤＤＩでは２５.６％、ソフ

トバンクでは２４.９％）。

・ 移動系通信サービスに対する利用者の満足度については、ＭＮＯの場合、

不満、非常に不満の合計が非常に満足、満足の合計を大幅に上回っている。

一方で、ＭＶＮＯは、非常に満足、満足の合計が７２.９％と高い。 

・ 移動系通信市場（卸売市場）の契約数・事業者別シェアについては、ＭＮ

Ｏの卸契約数は１,５８６万、再卸事業者の再卸契約数は５５６万と、いずれ

も増加傾向、また、ＭＮＯの卸契約における事業者別シェアは、ドコモが増

加傾向、ＫＤＤＩ及びソフトバンクが減少傾向。これを受けて、ＨＨＩは３,

７８８と増加傾向。 

・ モバイル接続料の推移について、２０１５年度算定期間の接続料は、音声

で１２～１７％の減、データ通信の方は１１～１８％の減と、いずれも減少

傾向。算定方法を適正化するための省令改正を２０１７年２月に行っており、

２０１５年度算定期間の接続料が低廉化。 

・ 最終利用者に提供するＭＶＮＯ（契約数が３万以上のＭＶＮＯ）に対する

卸契約数の卸元事業者別シェアは、再卸事業者の合計が２６.３％と増加しＨ

ＨＩは１,６５０と減少傾向。ＳＩＭカード型における卸元事業者別シェアに

ついては、再卸事業者のシェアの合計が４２.６％と増加し、ＨＨＩは２,４４

３と減少傾向。通信モジュールの卸契約数の再卸事業者のシェアは２.７％。 

（２）固定系データ通信

・ 固定系ブロードバンド市場の契約数は約３,９００万。事業者別シェアは、

ＮＴＴ東西が３１.６％、ＫＤＤＩが１７.６％、ソフトバンクが４.０％。ＨＨ

Ｉは２,４１６と、減少傾向。 

・ 固定系超高速ブロードバンド市場（ＦＴＴＨと下り３０Ｍｂｐｓ以上のＣ

ＡＴＶインターネットの合計）の契約数は約３,３００万。このうち、ＣＡＴ

Ｖインターネットが３６９万と、ともに増加傾向。事業者別シェアは、ＮＴ

Ｔ東西が３４.２％、ＣＡＴＶのＪ：ＣＯＭグループが７.８％、ＫＤＤＩが６.

３％。ＨＨＩは２,６８８で、減少傾向。 

・ ＦＴＴＨ市場の小売市場の事業者別シェアは、ＮＴＴ東西が減少傾向であ

り、ＭＮＯ及びＩＳＰのシェアが増加傾向。このため、ＨＨＩは３,１５９と

減少傾向。ＮＴＴ東西のサービス卸の増加に伴い、ＮＴＴ東西のシェアが全

ての地域で減少し、５割を下回る。一方、サービス卸の卸契約数を含めると、

ＮＴＴ東西のシェアは約７割であり、ＮＴＴ東西のシェアが高い状況。 
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・ ＦＴＴＨ市場の提供形態別の契約数は、自己設置型が１,６１１万で減少、

接続型は２７２万と横ばい、卸電気通信役務型が１,０９６で増加傾向。卸電

気通信役務型の純増ほど自己設置型の契約数は純減せず。 

・ ＦＴＴＨの月額料金（戸建ての場合）は、おおむね月５,０００円程度で推

移しており、大幅な値下げの動きは見られず。なお、光ファイバの接続料は、

現在、シェアドアクセスに係る主端末回線の接続料は、ＮＴＴ東が２,０３６

円、西日本が２,０４４円と、低廉化の傾向が継続。 

・ ＦＴＴＨアクセスサービスの料金に対する利用者の満足度については、Ｎ

ＴＴ東西が提供している「光コラボ」、「光コラボ以外」ともに、不満、非常

に不満の合計が非常に満足、満足の合計を上回る。一方で、通信速度、品質

については非常に満足、満足の合計が不満、非常に不満という方の合計を大

きく上回り、通信速度や品質については不満を感じていないという者が８割

を超えている。 

・ ＦＴＴＨ市場（卸売市場）に関して、ＦＴＴＨ契約数のうち卸で提供され

る契約数は１,０９６万であり、このうちサービス卸を利用して提供される契

約数は８７４万と増加傾向。ＦＴＴＨ契約数全体における卸契約数の割合が

３７.４％（前年度比＋１３.１ポイント）。サービス卸の卸契約数の割合は２

９.８％でともに増加傾向。 

・ ＦＴＴＨの卸売市場の事業者別シェアは、ＮＴＴ東西が７９.８％と増加傾

向。これに伴い、ＨＨＩも６,６４２と増加傾向。地域別では、沖縄を除く全

ての地域でＮＴＴ東西のシェアが６割超であり、四国以外の地域での東西の

シェアが増加。最もＨＨＩが高いのは近畿で８,０３６。最も低いのは四国で

５,００５。 

・ サービス卸の卸先事業者数は、５８２者（前年度比＋２０６者）。サービス

卸の開始以降、新たに電気通信事業に参入した届出事業者が２４４者あり、

様々な分野から多くの事業者が新たに市場に参入してきている状況。 

・ サービス卸の卸契約数シェアは、ＮＴＴグループの卸契約数が４８.６％。

事業者形態別では、ＭＮＯで、ドコモ、ソフトバンクの卸契約数が６８.２％

と非常に多く、次がＩＳＰ２４．１％、その他が７.７％で、主としてＭＮＯ

とＩＳＰがサービス卸を活用しているという状況。 

３ 電気通信事業者の業務の適正性等の確認 

（１）固定系通信に関する電気通信事業者の業務の状況等の確認

・ ＮＴＴ東西が卸先事業者に対して設定する料金その他の提供条件に関する

公平性については、卸先事業者間で料金その他の提供条件についての相違は
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確認されなかった。ＮＴＴ東西のＦＴＴＨアクセスサービス等の卸電気通信

役務に係る電気通信事業法の適用に関するガイドライン（平成２８年５月改

定。以下「サービス卸ガイドライン」という。）を踏まえた対応の適正性等に

ついても、競争阻害的な行為や不当な差別的取扱い等に該当する行為は直ち

に確認されなかった。ＭＮＯを除く各卸先事業者におけるサービス卸ガイド

ラインに規定する電気通信事業法上の問題になり得る行為というものは直ち

に確認されなかった。 

・ 一方で、今後、さらに確認・対応を要する事項が４点（①ＭＮＯが提供す

る携帯電話とＦＴＴＨのセット割引、②ＭＮＯが行う他社サービスの違約金

等を負担するキャッシュバックサービス、③ＮＴＴ東西のサービス卸の提供

料金とＮＴＴ西日本の利用者料金、④利用者が事業者変更する際に、ＩＰ電

話番号の継続使用を可能とする手法という営業活動）判明。 

・ ①については、ＭＮＯ以外の事業者から、ＭＮＯが提供する携帯電話とＦ

ＴＴＨのセット割引の割引額が大きく、同じ土俵で競争するのは困難との指

摘があったところ、当該セット割引の額を考慮した実質的なＦＴＴＨの料金

を見ると、適正なコストを下回り、他のＦＴＴＨの提供事業者を排除又は弱

体化させる競争阻害的な料金設定となっている可能性があることから、この

点に関し調査を行う方針。 

②については、ＭＮＯが実施する、他社のサービスからの乗換えの際に必

要になる経費（違約金等）を負担して還元するキャッシュバックサービスに

ついて、移動系通信サービスによる利益を原資として、ＭＮＯだからこそ実

施できるものであり、ＭＮＯ以外の事業者からは、他社からの乗換費用を負

担できる状況になく、追随できないとの指摘があったところ、違約金等を還

元するキャッシュバックサービスについては、乗換え費用を低下させるとい

う側面もあり、必ずしも他社が対応できない営業手法とは認められないが、

過度なキャッシュバック等によって、サービス卸ガイドラインにある競争阻

害的な料金の設定に該当する場合には電気通信事業法上の問題となり得るた

め、引き続き公正競争の確保がゆがめられていないかという観点で注視する

方針。 

③については、ＮＴＴ東西のサービス卸の提供料金（卸料金）が高く、ま

た、ＮＴＴ西日本の割引適用後の小売料金がかなり低いため、競争が困難で

あるとの指摘があったところ、卸料金については、今回の市場検証ではサー

ビス卸ガイドラインにある利用者に対する料金よりも高い料金とはなってい

ないものの、ＮＴＴ西日本が提供する割引サービスを適用した場合の小売料

金が利用期間に応じて低廉になるため、卸の料金の水準に鑑み、ＮＴＴ西日
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本からサービス卸の提供を受けてサービスを提供する事業者の事業運営に影

響を及ぼしている可能性も考えられるため、ＮＴＴ西日本における割引プラ

ンごとの契約状況や割引額の設定方法等について調査を行う方針。

④については、一部のＭＮＯが卸先事業者のサービスから自社サービスに

移行しようとする利用者のＩＰ電話番号の継続利用を可能にする方法（一旦

ＮＴＴの加入電話に戻した上で他のＦＴＴＨの事業者に変更するということ

によって番号の継続利用を可能とする手法）を用いて営業活動を行っている

ところ、当該手法が複雑との指摘があり、また、利用者が他の卸先事業者の

サービスに変更する際にＩＰ電話番号の継続利用が可能となることが望まし

いという指摘があった。当該手法については、番号を継続利用したいという

利用者のニーズに応えるもので、その手法自体が直ちに問題になるものでは

ないが、複雑な手続を経る必要があり、利用者に負担を生じさせるもの。利

用者利便の向上、卸先事業者間の競争促進に資するため、ＩＰ電話番号のよ

りスムーズな継続利用の実現に向けた検討をするよう業界団体の委員会に要

請。総務省としてもその検討状況を注視。 

（２）移動系通信に関する電気通信事業者の業務の状況等の確認

・ 接続約款にあるＳＩＭカードの貸与料金の割高感、回線管理システムに

関する契約条件が非公表であり公正性が担保されない、ＭＮＯでは利用可能

なテザリングがＭＶＮＯでは一部の端末において利用できない、という３点

がＭＶＮＯから挙げられた主な課題として挙げられたところ、必要な制度対

応（省令改正等）を実施 P1F

2
P。また、テザリングについては平成２９年夏以降検

討開始する予定。 

（３）市場支配的な電気通信事業者に対する非対称規制に関する業務の状況等の確

認 

・ ＮＴＴ東西に関しては、非対称性規制の遵守のために講じた措置、その他

実施状況を確認した結果、一定の措置が講じられていることを確認。また、

競争事業者からも非対称規制に違反する行為が明確に行われているとの指摘

は無かった。ドコモに関しても、非対称性規制の遵守のために講じた措置、

その他実施状況を確認した結果、一定の措置が講じられているということを

確認。また、ＭＶＮＯからも不当に差別的な取扱いが明確に行われていると

いう指摘は無かった。

2電気通信事業法施行規則等の一部を改正する省令（平成２９年総務省令第６８

号。同年９月２８日施行）

16



（４）ＮＴＴ東西に係る公正競争要件の確認

・ ＮＴＴ東西に関する公正競争要件の確認結果についても、特に活用業務に

ついてはガイドラインに沿った対応がされており、公正競争を確保するため

に十分な措置が執られていたが、引き続き十分な措置が執られているか注視

していく。

４ 電気通信市場の検証 

・ 固定系通信に関する市場検証の結果に関しては、公正競争環境に関する検証の

結果のポイントは次のとおり。 

① サービス卸を契機として、様々な卸電気通信役務型の参入が増加

② サービス卸におけるＮＴＴドコモ及びソフトバンク並びにＩＳＰのシェア

が９割を超えており、様々な分野・産業においてＦＴＴＨの利用が促進されて

いるとまでは言い難い 

③ 新規参入は、基本的には携帯電話事業者とＩＳＰが太宗を占める

④ ＮＴＴ西日本におけるサービス卸の提供料金とＦＴＴＨの利用者料金の水

準とＭＮＯが提供している携帯電話とＦＴＴＨのセット割引については、調査

を実施 

⑤ ＦＴＴＨの小売市場への新規参入増加による競争の進展は利用者料金の低

廉化に反映されるまでには至っておらず、ＦＴＴＨの利用者料金の値下げの動

きは見られない。これは、サービス卸の卸契約数のシェアが８割と高く、ＮＴ

Ｔ東西の卸料金に対する値下げインセンティブが働いていないということが

要因の１つと考えられる 

⑥ 引き続きＦＴＴＨの卸売市場におけるシェア、卸料金の水準について注視し

ていくことが必要 

・ 固定市場の利用者利便に関する検証の結果に関しては、次のとおり。

① ＦＴＴＨの利用者料金の満足度では、不満を感じる者の割合が満足を感じる

者を上回り、今後、料金水準の低廉化による満足度の向上を期待 

② サービス卸を契機として、卸電気通信役務型の参入が進展している一方、自

己設置型・接続型については、参入は進展せず。接続料は低廉化傾向であるこ

とから、接続型による事業者の参入動向について注視 

③ サービス卸の卸先事業者からＮＴＴ東西の卸料金が高額であり、利益を確保

して事業を運営することが困難との指摘があり、卸先事業者において利用者料

金の低廉化は困難と考えられる。ＦＴＴＨの利用率向上と利用者料金の低廉化

の観点からはＮＴＴ東西の卸料金が公正な競争環境の中で適正な水準である
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ことが重要 

④ サービス卸ガイドラインに規定されている消費者保護の充実等の観点から

望ましい行為への対応状況については、一定の取組みが行われていることを確

認。しかし、卸に関する苦情件数は非常に高水準。適切な説明に基づく利用者

の合理的な選択が阻害され、自らのニーズに合致したサービス・事業者を合理

的に選択することが十分できているとまでは言えない。消費者保護に関する取

組み状況については引き続き注視。 

・ ＦＴＴＨの卸売市場においては、ＮＴＴ東西が設定するサービス卸の卸料金に

対する値下げインセンティブが働かず、卸料金の低廉化が期待できない状況。Ｎ

ＴＴ東西が総務省に届け出た卸料金は、確認の結果、サービス卸ガイドラインに

規定する範囲であることを確認したが、卸料金の水準の適正性を精緻に検証して

いくため、さらに検証の在り方を検討。また、 消費者の観点では、苦情相談件

数が依然として高水準であることを踏まえ、各社の消費者保護の観点での取組み

について注視。 

・ 移動系通信市場の市場検証の結果については、ＭＶＮＯも含めた競争が進展。

接続料の算定、接続を円滑に行うために必要な約款記載事項、卸電気通信役務に

係る契約条件については課題を確認。これに対応するため、平成２９年９月に省

令改正 P2F

3
P。料金プランについては横並びだが、料金・サービスの多様化、低廉化

が一定程度進展。ＭＶＮＯにおいても様々な料金プランの多様化が進展してお

り、引き続き多様化、低廉化の流れを促進。 

・ ＭＶＮＯの利用者利便に関しては７割の者が満足と回答。ＭＶＮＯ利用者の通

信速度、品質面の満足度はＭＮＯやそのサブブランドの利用者よりも満足度が高

い。しかし、ＭＮＯ、ＭＶＮＯ共通して、利用者が契約の内容を十分に理解しな

いままサービスを利用している可能性が高く、こうした点について対応が必要。

料金・サービスの多様化は進展しているものの、幅広い利用者が納得感を持って、

自分のニーズに合ったサービスを選択しているとまでは言えない状況。ＳＩＭカ

ード型を提供するＭＶＮＯ間の競争が進展し、利用者の選択の幅が拡大。ＳＩＭ

ロックはガイドラインの改正により有効に機能しており、ＳＩＭロックに起因す

るスイッチングコストは低下。さらに、ＳＩＭロック解除期間も６か月間から１

００日と短縮が図られており、スイッチングコストの更なる低下が期待できる状

況。 

・ 今後、利用者が自分のニーズに応じたサービスを合理的に選択できる環境にな

3脚注２参照
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るよう、公正競争環境の確保、及び利用者利便の向上の両面で取り組むことが必

要。ＭＮＯのサブブランドについては、契約数が詳細に把握できていない。今後、

競争状況をより適切に把握するため、サブブランドの動向の把握に努めることが

必要。 

・ 平成２９年度の年次計画においては、平成２８年度に引き続き、固定・移動通

信の卸・接続及び消費者保護ルールに関する取組みを重点事項とし、さらに電気

通信事業者間のグループ化の動向についても重点事項として新たに取り組んで

いくこととしている。 

（３）平成３０年２月５日 第１７８回委員会

情報流通行政局から「区域外再放送に係る報告等」について説明を受け、

意見交換を行った。 

２ 有識者からのヒアリング（平成３０年２月２０日 第１７９回委員会） 

加藤 寧（東北大学大学院情報科学研究科教授）から「ネットワーク制御に

関する研究開発動向」について説明を受け、意見交換を行った。 

【説明の概要】 

・ 加藤教授から、「ネットワーク制御に関する研究開発動向」として、①Ｄ２Ｄ通信の実用

化に向けた取り組み、②ＵＡＶ（Unmanned Aircraft System: 無人航空機システム）通

信の未来、③ＡＩでネットワークを制御する可能性の３つのテーマについて加藤教授の研

究内容等について御説明いただき、議論を行った。

・ ①については、「いつでも、どこでも、誰とでも、簡単自由につくれるネットワークの構築」

を究極のゴールと設定しつつ、当面の目的である「携帯電話が圏外でもメッセージ送信

を可能にする」を実現とするための研究の一環として、商用化が進む耐災害ICT技術の

実証実験「スマホdeリレー」について紹介。

また、Ｄ２Ｄ通信の平時利用に関しては、例えば、通信状況が混雑している基地局を回

避して比較的すいている基地局に誘導することが可能となるなど、研究が進んでいること

を紹介。
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・ ②については、ＵＡＳについて我が国では携帯電話の周波数がひっ迫しており、特に

災害時等においては、輻輳、通信規制、停電、故障により、周波数利用効率の著しい低
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下が懸念されることから、災害時の迅速なネットワーク構築・孤立地域の救済が可能とな

るシステムであるとしてその必要性を説明したほか、ＵＡＳに関する国内の動向や周波

数帯域、研究事例、等について説明。加藤教授の研究室では、複数ＵＡによって構成さ

れるＵＡネットワークの最適構成・最適状態を導出可能なネットワークモデルの確立を目

標として、通信のプラットホームや複数のＵＡＳを使ったネットワークの形成・制御の方法

に関して研究しているところ、各種実証実験の様子等を紹介。 
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・ ③については、ＡＩによるネットワーク制御を目標として研究しているところ（現在のネット

ワーク制御は全くＡＩの機能が入っておらず、タイミングやパケットにより機械的に制御の

方法を決めている）、この研究内容について説明。ディープラーニングで通信の最適な

経路を算出し輻輳を回避することにより効率的な電波資源の活用が可能となることが期

待されるもの。

＜講師紹介＞ 

加藤 寧（東北大学大学院情報科学研究科教授） 

経歴： 
昭和６１年３月 職業訓練大学校電子科卒業 
平成 ３年３月 東北大学大学院工学研究科情報工学 

専攻博士課程修了 
３年４月 東北大学大型計算機ｾﾝﾀｰ助手 
７年９月 東北大学大学院情報科学研究科助手 
８年５月 東北大学大学院情報科学研究科助教授 

１５年４月 東北大学大学院情報科学研究科教授（現職） 
２７年１０月 東北大学電気通信研究機構長（併任） 

※ 平成 21 年 11 月から平成 29 年 11 月まで、電気通信紛争処理委員会特別委員。
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  一般社団法人テレコムサービス協会から「ＭＶＮＯ事業の現況と課題」及び

「ＦＶＮＯ事業の現況と課題」について説明を受け、意見交換を行った。 

４ 委員会における施設視察（平成２９年６月２８日 第１７４回委員会） 

  株式会社テレビ東京の放送用施設の現場視察を行い、意見交換を行った。 

３ 事業者団体からのヒアリング（平成２９年１１月１７日 第１７６回委員会） 
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第２章 「FVNO の事業者間契約に係る実態等調査」の報告 

委員会では、紛争処理を行う際の基礎資料とするために、事務局において実施

した「ＦＶＮＯの事業者間契約に係る実態等調査の概要」について、第１７３回

委員会（平成２９年５月２４日）で報告を受け、意見交換を行った。 

ＦＶＮＯの事業者間契約に係る実態等調査 

本件調査は、多様な新サービスの創出が期待され、注目を集めるＦＶＮＯに対

して、事業者間でどのような契約実態にあるのか、また、契約について問題点は

あるのか等について、ヒアリング調査及びアンケート調査を行うことにより実施

した。 

【説明の概要】 

 １ 目的等 

（１）目的

① ＦＶＮＯの事業者間の契約実態、契約上の問題点や不満を把握すること

で、今後のあっせん・仲裁の際に、迅速かつ的確に対処するよう備える。

② 電気通信紛争処理委員会の認知度及び利用意向を把握し、今後の認知度及

び利用度向上策に資する。

（２）主な調査対象

ＦＶＮＯ（仮想固定通信事業者）

・インタビュー（ＩＳＰ２社、ＣＡＴＶ１社、警備業者１社、小売業者１社

（計５社））

・アンケート（通信事業者、ＩＳＰ等（計１０２社））
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２ ＦＶＮＯの事業者間の契約実態等 

（１）ＦＶＮＯのサービス提供形態

・ＦＮＯ（固定通信事業者）から光回線の卸を受け、その光回線とプロバイ

ダーサービスをセットでエンドユーザーへ提供することが典型的なサー

ビス内容である。

・回答企業の９割が光回線の卸を受けてサービスを提供し、さらに８割が付

加価値サービスも提供している。提供している付加価値サービスは、イン

ターネット接続サービス、光電話、リモートサポートが多い。

・法人向けサービスは８割、個人向けサービスは６割の事業者が提供してい

る。 

（２）ＦＶＮＯとＦＮＯ間の契約形態

・光回線の卸元事業者（ＦＮＯ）は、「ＦＮＯ Ａ社」９割、「ＦＮＯ Ｂ社」

７割、「その他」１割。

・ＦＶＮＯとＦＮＯとの契約方法は、ＦＮＯから提供される「標準契約」が

主な契約方法となっている。

サービス対象層

付加価値サービスの提供状況 

付加価値サービスの内容（上位 10） 
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（３）ＦＮＯとの契約上の課題等

・契約上の課題は、「卸料金が高い」、「書類提出の作業が多い」、「締結まで

の時間がかかる」が上位を占めている。

・サービス運用上の課題は、「回線開通までに時間がかかる」、「自社の知識

や技術力不足」、「自社の人員不足」が上位を占めている。

FVNO と卸元事業者（FNO）の契約方法 
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（４）ＦＶＮＥ（仮想固定通信提供者）の活用状況と契約上の課題等

・ＦＶＮＥは、ＦＶＮＯがサービスを提供するにあたり必要となる作業を支

援する事業者である。具体的には、ＦＮＯとの契約支援、サービス体制の

構築等を行う。 

・ＦＶＮＥの活用については、９割が「活用していない」と回答。

・ＦＶＮＥに関する契約上の課題は、「利用料金が高い」が６割と最も高く

なった。

  ・サービス運用上の課題は「エンドユーザーからの問い合わせに対してＦＶ

ＮＥからの回答に時間がかかる」、「ＦＶＮＥが提供する各種支援サービス

（回線開設手続、顧客管理、問い合わせ対応等）の料金が高い」、「自社の

人員不足」が各４割となった。 

FVNE の活用状況 

契約上の課題 
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３ 電気通信紛争処理委員会の認知度 

（１）認知度及び周知方法

サービス運用上の課題

電気通信紛争処理委員会の認知状況 

・委員会の認知状況は、電気通信関連（通信事業者、ＩＳＰ等）は５割、

その他業種（電気・ガス等）は３割が認知している状況。

・    認知度向上に向けた取組として、全体的に「個別事業者への情報提供」

が６割。その他業種においては、次いで「委員会のホームページの充

実」が４割となっている。
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（２）利用意向と利用しない理由

・全体、電気通信関連、その他業種とも４割が「利用意向あり」と回答。

・「利用したくない」と回答したのは、電気通信関連が１割、その他業種が２

割。 

・委員会を利用しない理由は、業種によらず「現在相談・あっせんが必要なト

ラブルがないため」が高い。電気通信関連においては、「交渉相手との今後

の関係が悪化する」も３割と高くなっている。

委員会の利用意向 

委員会を利用しない理由 
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第３章 周知広報、利便性向上等のための取組 

委員会の認知度及び利便性の向上等のため、次の取組を行った。 

１ 講演会における委員会業務説明

 平成２９年４月２１日、熊本県熊本市において開催された、ＩＳＰ＆クラウ

ド事業者の集い（主催：一般社団法人日本インターネットプロバイダー協会）

において、関係事業者等に対し、委員会の概要、あっせんの手続、事業者等相

談窓口等について、事務局職員による説明を行った。 

 そのほか、事業者団体主催の講演会等において委員会のパンフレットを配

布した。 

２ 総合通信局等を通じた周知等

 平成２９年１１月１６日の情報通信部長等会議において、総合通信局等に対

し、事務局から委員会の周知について協力依頼を実施した。【資料４】 

当該会議を受け、各総合通信局等においては、委員会の周知についての取組

が行われた。 

（例） 

・ 管内の届出電気通信事業者等へ委員会事務局の問合せ先をお知らせ

・ 総合通信局等のホームページに委員会のバナーやＵＲＬを掲載

・ 総合通信局等主催の講演会・イベントにおいて委員会のパンフレットを配

布 

・ 総合通信局等庁舎内に委員会のパンフレットを配置

３ 事業者への資料の送付 

所管部局に依頼し、全国の届出電気通信事業者に対し、委員会が取り扱う事

案及び相談窓口等を記載した資料を送付した。 

４ 事務局の移転 

  平成２９年５月、事務局は合同庁舎２号館から永田町へ移転した。総務省ホ

ームページにお知らせを掲載するとともに、関係者に周知を行った。 
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＜移転後の事務所所在地＞ 

住所：東京都千代田区永田町２－１７－３ 

  住友不動産永田町ビル４Ｆ 

事業者等相談専用電話：０３（５２５３）５５００ 
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電気通信紛争処理委員会の概要電気通信紛争処理委員会の概要

１．電気通信紛争処理委員会の設置・組織

大 臣 官 房

総 務 大 臣

総合通信基盤局

国際戦略局

情報流通行政局

事 務 局 長

○ 特別委員８人（非常勤・任期２年）

￭ 総務大臣が任命

￭ あっせん、仲裁に参与。

○ 委員５人（非常勤・任期３年）

￭ 委員は国会の同意を得て総務大臣が任命

○ 委員会の事務を処理するために、委員会
に事務局を設置。

事務局は、通信・放送事業者の監督を担当
する部局から独立し、専門性・中立性を確保。

電気通信紛争処理委員会

事 務 局

参 事 官

紛争処理調査官

上席調査専門官（２名）

調査専門官（３名）

電気通信事業者間、放送事業者間等の紛争を迅速・公正に処理するため、電気通信事業法

に基づき、総務省に設置された機関。

・平成13年11月、「電気通信事業紛争処理委員会」として発足。

・平成23年6月、放送分野の紛争が追加され、「電気通信紛争処理委員会」に名称変更。

事 務 局 長

参 事 官

紛争処理調査官

上席調査専門官

調査専門官
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あっせん・仲裁
 電気通信事業者間の接続に関する紛争、ケーブルテレビ事業者と地上テレビジョン放送

事業者との間の再放送の同意に関する紛争等に対し、「あっせん」や「仲裁」を実施。

諮問に対する
審議 ・ 答申

 総務大臣が、接続協定に関する協議命令や裁定、再放送の同意に関する裁定、業務改善
命令などの行政処分を行う際、諮問を受け、審議・答申。

勧 告
 あっせん・仲裁や諮問に対する審議・答申に関し、競争ルールの改善等について意見が

あれば、総務大臣に対し勧告。

相 談  事務局に相談窓口を設け、事業者間の紛争等に関する相談に対応。

通信・放送事業者等 総務大臣

協議命令、裁定

業務改善命令 等

競争ルールの改善等

電気通信紛争処理委員会

あっせん

他事業者等からの
意見申出

法令違反の状況

・電気通信事業者間
の紛争

・ケーブルテレビ事
業者と地上テレビ
ジョン放送事業者
との間の紛争

等

仲 裁

審 議・答 申

勧 告

申 請

申立て

申 請

諮 問

答 申

諮 問

答 申

２．委員会の機能

３．紛争の種類と紛争処理手続

当事者 協議の内容
協議が不調のときの

紛争処理手続

委員会 総務大臣

電気通信事業者間

○ 電気通信設備の接続に関する協定

（電気通信事業法第154条第1項・第155条第1項）

○ 電気通信設備の共用に関する協定

（電気通信事業法第156条第1項）

○ 電気通信設備設置用工作物の共用に関する協定
（電気通信事業法第156条第1項）

○ 卸電気通信役務の提供に関する契約
（電気通信事業法第156条第2項）

あっせん
仲裁

協議命令
又は裁定

（注）

○ 電気通信役務の円滑な提供の確保のために締結が必要な協定・契約
（電気通信事業法第157条第1項及び第3項）

あっせん
仲裁

－

コンテンツ配信事業者等と
電気通信事業者の間

○ コンテンツ配信事業等（※）を営むに当たって利用すべき電気通信役務
の提供に関する契約
（電気通信事業法第157条の2第1項及び第3項）

（※）電気通信設備を用いて他人の通信を媒介する電気通信役務以外の電気通
信役務を電気通信回線設備を設置することなく提供する電気通信事業（電気通

信事業法第164条第１項第３号）

あっせん
仲裁 －

ケーブルテレビ事業者と
基幹放送事業者との間

○ 地上基幹放送（地上テレビジョン放送）の再放送に係る同意
（放送法第142条第1項及び第3項） あっせん

仲裁
裁定（注）

無線局（※）を開設・変更
しようとする者と他の無線
局（※）の免許人等との間

○ 混信等の妨害防止のために必要な措置に関する契約
（電波法第27条の35第1項及び第3項）

(※)電気通信業務、放送の業務その他の総務省令で定める業務を行うこと
を目的とする無線局に限る（電波法第27条の35第1項）

あっせん
仲裁

－

注：「協議命令」又は「裁定」の場合は、総務大臣から電気通信紛争処理委員会へ諮問が行われる。
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４．事業者等相談窓口の設置

電気通信紛争処理委員会の事務局では、事業者等向けの相談窓口として、専用
の電話、メールアドレスを設け、事業者間での協定・契約に関する協議が難航した
場合等の相談に応じ、アドバイスや参考情報の提供等を幅広く行っている。

◆ 相談は、委員会のあっせんや仲裁手続の利用を前提とするものではないため、
協議中のものや今後の対応を決めていない案件についても受け付け。

◆ 「あっせん申請が可能な事案かどうか判断がつかない」といった相談や「あっせん
の手続（制度の概要や申請の方法等）を知りたい」等の問い合わせについても幅広く
受け付け。

◆ 相談は、無料・非公開。
◆ 相談者の了解なしに、相談内容を相手方事業者に伝えることはない。

事業者等相談窓口とは？

【相談専用電話】

TEL ０３-５２５３-５５００
FAX ０３-５５１２-２５０２
電話受付時間 平日 9:30-12:00／13:00-17:00

【相談専用メールアドレス】

soudan@ml.soumu.go.jp
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１ あっせん ６８件

２ 仲裁 ３件

３ 諮問・答申 １０件

４ 勧告 ３件

○ 「接続に係る費用負担」に関する件（２件） ○ 「接続に必要な工事」に関する件（１件）

○ 業務改善命令（３件） ○ 接続に関する協議再開命令（３件）

○ 接続協定等の細目に関する裁定（２件） ○ 土地等の使用に関する認可（１件）

○ 地上基幹放送（地上テレビジョン放送）の再放送の同意に関する裁定（１件）

○ 他事業者によるＮＴＴ局舎の利用に関するルールの整備（１件）

○ 通信事業者間の接続において適正な料金設定を行い得る仕組みの整備（１件）

○ ＭＶＮＯとＭＮＯとの間の円滑な協議に資する措置の検討（１件）

○「接続に係る費用負担」に関する件（３９件） ○「接続に必要な工作物の利用」に関する件（５件）

○「接続の諾否」に関する件（５件） ○「設備の利用・運用」に関する件（２件）

○「接続協定の細目」に関する件（２件） ○「接続に必要な工事」に関する件（１件）

○「卸電気通信役務の提供のための契約の細目」に関する件（５件）

○「電気通信役務の提供に係る契約の取次ぎ」に関する件（１件）

○「地上基幹放送（地上テレビジョン放送）の再放送に関する同意」に関する件（８件）

（※いずれも、他方事業者が申請を行わず、仲裁は不実行。その後、あっせんや大臣命令に移行。）

これまでの紛争処理の概況（平成30年3月31日現在）
資料２

注1：「合意が成立し解決」は、当事者間の協議により解決した事件16件及びあっせん案の受諾により解決した事件28件の合計。
注2：「不実行」とは、一定の場合（他方当事者があっせんを拒否した場合、相手の社会的信用の低下を目的としていると認められる場合等）に委員会があっせんしないこと。

（参考）紛争処理件数の内訳

２ あっせんの紛争内容１ 紛争処理等の年度別件数

３ あっせんの処理結果

5

19

1

4
3

14

2
3

7

3
4

1
2

1
2

3
2

1 1
1 1 11 1 1

59

34
40

57

17

15

7

10

26

36

22

17

13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29

あっせん 仲裁 諮問・答申 勧告 相談

注：相談件数は、１８年度以降
のもののみ集計。同一案件に係
る複数回の相談（電話・メール・
来訪等）を含む。

接続の諾否
5件（7.4％）

接続に必要な
工作物の利用
5件（7.4％）

卸電気通信役務の提供
のための契約の細目

5件（7.4％）

設備の利用・運用
2件（2.9％）

接続協定の細目
2件（2.9％）

契約締結の媒介
その他の業務委託

1件（1.5％）

地上基幹放送の
再放送の同意
8件（11.8％）

接続に必要な工事
1件(1.5％）

不実行 (注2)
5件 (7.4％)

合意が成立し解決 (注1)

44件(64.7%)

合意に至らず
（申請取下げ・打切り）
19件(27.9%)
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これまでの紛争処理終了案件の一覧 

Ⅰ あっせん・仲裁 

１ あっせん 

【電気通信事業法関係】 

（１）接続の諾否に関する紛争

事件 
申請者 

申請概要 結果 
相手方 

平成１４年(争) 

第５号 

H14.2.13 申請 

H14.3.6 終了 

彩ネット㈱ 彩ネット㈱による NTT 東日

本の中継光ファイバとの接

続 

合意により解決 

NTT 東日本 

平成１６年(争) 

第３号～第４号 

H16.8.31 申請 

H16.11.1 終了 

ソフトバンク

BB㈱

ソフトバンクＢＢ㈱による

NTT 東日本及び NTT 西日

本の中継光ファイバとの接

続

合意により解決 

※あっせん案受諾NTT 東日本 

NTT 西日本 

平成２１年(争) 

第１号 

H21.9.15 申請 

H22.1.21 終了 

関西ブロード

バンド㈱ 
関西ブロードバンド㈱によ

る NTT 西日本の中継光フ

ァイバとの接続 

合意により解決 

※あっせん案受諾ＮＴＴ西日本 

平成２１年(争) 

第３号 

H21.12.28 申請 

H22.1.15 終了 

生活文化セ

ンター㈱ 生活文化センター㈱による

ＮＴＴドコモとのレイヤ２等で

の接続 

あっせん不実行 

U（参考）本件終了後の経

過 

総務大臣の接続協議 

再開命令申立て 

ＮＴＴドコモ 

（２）接続に係る費用負担（接続料及び網改造料等）に関する紛争

事件 
申請者 

申請概要 結果 
相手方 

平成１４年(争) 

第６号 

H14.2.25 申請 

H14.3.12 終了 

彩ネット㈱ 彩ネット㈱による NTT 東日

本に対する網改造料の支

払義務の有無 

合意により解決 

※あっせん案受諾NTT 東日本 

平成１４年(争) 

第９号～第２３号 

H14.7.4 申請 

H14.7.23 終了 

Ａ社 
Ａ社によるＶｏＩＰサービスに

係るＢ社等各社との接続に

関する事業者間精算の方

法 

合意により解決 

※あっせん案受諾Ｂ社等各社 

平成１６年(争) 

第５号～第６号 

H16.12.17 申請 

H17.2.22 終了 

NTT 東日本 

NTT 西日本 
NTT 東日本及び NTT 西日

本による法人向けＩＰ電話

網と平成電電㈱電話網と

の接続条件（接続料等） 

合意により解決 

 U(参考)本件申請前の経

緯 

仲裁申請（仲裁不実

行） 
平成電電㈱ 
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事件 
申請者 

申請概要 結果 
相手方 

平成１７年(争) 

第２号～第３号 

H17.7.8 申請 

H17.10.4 終了 

Ａ社 Ａ社によるＢ社及びＣ社と

の接続に関する網改造の

費用負担（ソフトウェア開発

費用全額の預託金） 

合意に至らず申請取下げ Ｂ社 

Ｃ社 

平成１８年(争) 

第１号～第１４号 

H18.8.9 申請 

H19.3.27 終了 

Ａ社等各社 Ａ社等各社によるＢ社との

接続に関する網使用料の

費用負担 

合意に至らず申請取下げ 

Ｂ社 

平成２１年(争) 

第２号 

H21.10.27 申請 

H22.1.14 終了 

㈲ナインレイ

ヤーズ
㈲ナインレイヤーズによる

NTT 西日本との接続に係る

債権保全措置の要否 

合意により解決 

ＮＴＴ西日本 

平成２３年(争) 

第１号 

H23.5.18 申請 

H24.1.23 終了 

ＮＴＴドコモ ＮＴＴドコモによるソフトバン

クモバイル㈱の接続料の算

定根拠の開示

あっせん打切り 
ソフトバンク

モバイル㈱

平成２３年(争) 

第２号 

H23.6.9 申請 

H24.1.23 終了 

ソフトバンク

モバイル㈱
ソフトバンクモバイル㈱によ

るＮＴＴドコモの接続料の再

精算等

あっせん打切り 

ＮＴＴドコモ 

平成２３年(争) 

第３号～第４号 

H23.6.9 申請 

H24.2.21 終了 

ソフトバンク

テレコム㈱

ソフトバンクテレコム㈱によ

る NTT 東日本及びＮＴＴ西

日本との接続に係るジャン

パ工事費の見直し

合意により解決 
NTT 東日本 

NTT 西日本 

（３）接続のための工事・網改造等に関する紛争

ア 接続に必要な工事

事件 
申請者 

申請概要 結果 
相手方 

平成１４年(争) 

第２号 

H14.2.12 申請 

H14.4.9 終了 

ビ ー ・ ビ ー ・

テクノロジー

㈱
ビー・ビー・テクノロジー㈱

による NTT 西日本の端末

回線との接続に必要なＭＤ

Ｆジャンパ工事の方法 

あっせん打切り 

U（参考）本件終了後の経

過 

仲裁申請（仲裁不実

行） 

総務大臣の接続協議 

再開命令申立て 

NTT 西日本 

イ 設備の利用・運用

事件 
申請者 

申請概要 結果 
相手方 

平成１４年(争) Ａ社 Ａ社によるＢ社及びＣ社の 合意により解決 
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第７号～第８号 

H14.4.30 申請 

H14.5.10 終了 

Ｂ社 

Ｃ社 

設備に対する工事（Ａ社の

上位プロバイダ変更に伴う 

ＩＰアドレス設定変更）の早

期実施 

ウ 接続協定の細目

事件 
申請者 

申請概要 結果 
相手方 

平成１９年(争) 

第１号～第２号 

H19.3.23 申請 

H19.4.5 終了 

Ａ社 Ａ社によるＢ社及びＣ社と

のジャンパ線切替工事等に

関する接続協定の細目等 

あっせん不実行 Ｂ社 

Ｃ社 

（４）接続に必要な工作物の利用（コロケーション等）に関する紛争

事件 
申請者 

申請概要 結果 
相手方 

平成１３年（争）

第１号 

H13.12.27 申

請 

H14.1.25 終

了 

Ａ社 
Ａ社による自社伝送路と他

事業者が設置する伝送装

置との間の接続(横つなぎ)

に必要なＢ社のコロケーシ

ョンスペースの利用 

合意により解決 

Ｂ社 

平成１４年(争) 

第１号 

H14.2.1 申請 

H14.2.14 終了 

イー・アクセ

ス㈱

イー・アクセス㈱によるNTT

東日本のコロケーションス

ペース、電源及びＭＤＦの

利用

合意により解決 

U（参考）本件に関連した措

置 

総務大臣に対する勧告 
NTT 東日本 

平成１４年(争) 

第３号 

H14.2.12 申請 

H14.2.26 終了 

イー・アクセ

ス㈱
イー・アクセス㈱による NTT

西日本のコロケーションス

ペース、電源及びＭＤＦの

利用等

合意により解決 

NTT 西日本 

平成１４年(争) 

第４号 

H14.2.13 申請 

H14.4.2 終了 

イー・アクセ

ス㈱

イー・アクセス㈱によるNTT

西日本のコロケーションス

ペース、電源及びＭＤＦの

利用

合意により解決 

※あっせん案受諾NTT 西日本 

平成１５年(争) 

第２号 

H15.6.11 申請 

H15.6.25 終了 

平成電電㈱ 
平成電電㈱による NTT 東

日本の設備（ＭＤＦ）の利用 
合意により解決 

NTT 東日本 
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（５）卸電気通信役務の提供のための契約の細目に関する紛争

事件 
申請者 

申請概要 結果 
相手方 

平成２５年（争） 

第１号 

H25.10.30 申

請 

H26.2.13 終了 

Ａ社 
Ａ社によるＢ社との卸電気

通信役務の提供に係る料

金等の見直し 

合意により解決 

※あっせん案受諾Ｂ社 

平成２７年（争） 

第１号 

H27.3.10 申請 

H27.3.23 終了 

Ａ社 Ａ社によるＢ社との卸電気

通信役務の提供に係る契

約の延長 
あっせん不実行 

Ｂ社 

平成２７年（争） 

第２号 

H27.6.9 申請 

H27.11.24 終

了 

Ａ社 
Ａ社によるＢ社との卸電気

通信役務の提供に係る料

金等の見直し 
合意により解決 

Ｂ社 

平成２８年（争） 

第１号 

H28.4.25 申請 

H28.12.28 終

了 

Ａ社 
Ａ社によるＢ社との卸電気

通信役務の提供に係る契

約の締結等 

合意により解決 

※あっせん案受諾及び当

事者間による合意Ｂ社 

平成２８年（争） 

第２号 

H28.12.2 申請 

H28.12.15 終

了 

Ａ社 Ａ社による NTT コミュニケ

ーションズ㈱との卸電気通

信役務の提供に係る料金

等の見直し 

あっせん不実行 NTT コミュニ

ケーションズ

㈱

（６）契約締結の媒介その他の業務委託に関する紛争

事件 
申請者 

申請概要 結果 
相手方 

平成１７年(争) 

第１号 

H17.4.14 申請 

H17.5.13 終了 

イー・アクセ

ス㈱
イー・アクセス㈱によるNTT

西日本とのフレッツサービ

ス受付業務の再開

合意により解決 

NTT 西日本 
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【放送法関係】 

地上基幹放送の再放送の同意に関する紛争 

事件 
申請者 

申請概要 結果 
相手方 

平成２３年（争）

第５号 

H23.7.15 申請 

H24.2.23 終

了 

松阪市ケ ー

ブ ル シ ス テ

ム 

松阪市ケーブルシステムに

よるテレビ愛知㈱の地上テ

レビジョン放送の再放送の

同意

合意により解決 

※あっせん案受諾

テ レ ビ 愛 知

㈱

平成２３年(争) 

第６号 

H23.7.15 申

請 

H24.2.23 終了 

Ａ社 Ａ社によるＢ社の地上テレ

ビジョン放送の再放送の同

意 

合意により解決 

※あっせん案受諾Ｂ社 

平成２３年(争) 

第７号 

H23.7.15 申請 

H24.2.23 終了 

Ａ社 Ａ社によるＢ社の地上テレ

ビジョン放送の再放送の同

意 

合意により解決 

※あっせん案受諾Ｂ社 

平成２４年（争） 

第１号 

H24.9.3 申請 

H25.10.31 終

了 

Ａ組合 Ａ組合によるＢ社の地上テ

レビジョン放送の再放送の

同意

合意により解決 

Ｂ社 

平成２４年（争） 

第２号 

H24.9.4 申請 

H25.10.31 終

了 

Ａ組合 Ａ組合によるＢ社の地上テ

レビジョン放送の再放送の

同意

合意により解決 

Ｂ社 

平成２６年（争） 

第１号 

H26.7.23 申請 

H26.10.21 終

了 

大 分 ケ ー ブ

ルテレコム㈱

大分ケーブルテレコム㈱に

よる九州朝日放送㈱の地

上テレビジョン放送の再放

送の同意 

合意により解決 

※あっせん案受諾九州朝日放

送㈱ 

平成２６年（争） 

第２号 

H26.7.23 申請 

H26.10.21 終

了 

大 分 ケ ー ブ

ルネットワー

ク㈱

大分ケーブルネットワーク

㈱による九州朝日放送㈱

の地上テレビジョン放送の

再放送の同意 

合意により解決 

※あっせん案受諾

九州朝日放

送㈱ 

平成２６年（争） 

第３号 

H26.7.23 申請 

H26.10.21 終

了 

㈱ ケ ー ブ ル

テレビ佐伯

㈱ケーブルテレビ佐伯によ

る九州朝日放送㈱の地上

テレビジョン放送の再放送

の同意

合意により解決 

※あっせん案受諾九州朝日放

送㈱ 
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２ 仲裁 

【電気通信事業法関係】 

（１）接続に係る費用負担（接続料及び網改造料等）に関する紛争

事件 
申請者 

申請概要 結果 
相手方 

平成１６年(争) 

第１号～第２号 

H16.4.2 申請 

H16.4.27 仲裁 

不実行通知 

NTT 東日本 

NTT 西日本 
NTT 東日本及び NTT 西日

本による法人向けＩＰ電話

網と平成電電㈱電話網と

の接続条件（接続料等） 

仲裁不実行 

U（参考）本件終了後の経過 

あっせん申請（合意によ

り解決）） 平成電電㈱ 

（２）接続のための工事・網改造等に関する紛争

事件 
申請者 

申請概要 結果 
相手方 

平成１５年（争）

第１号 

H15.2.14 申請 

H15.2.21 仲裁 

不実行通知 

ソフトバンク

BB㈱ ソフトバンク BB㈱による

NTT 西日本の端末回線と

の接続に必要なＭＤＦジャ

ンパ工事の方法

仲裁不実行 

U（参考）本件申請前の経緯 

あっせん申請（あっせん 

打切り） 

U（参考）本件終了後の経過 

総務大臣の接続協議 

再開命令申立て 

NTT 西日本 
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Ⅱ 総務大臣からの諮問に対する審議・答申 

【電気通信事業法関係】 

（１）接続協定等に関する協議命令

答申日等 事案の概要等 

平成１５年８月２０日

電委第５７号 

H15.7.16 諮問 

H15.8.20 答申 

ソフトバンク BB㈱からの申立てを受けた、DSL サービス提供のため

の NTT 西日本との接続に関する接続協議再開命令（平成１５年５

月１６日申立て）

U<参考>本答申前の経緯 
あっせん申請（あっせん打切り） 
仲裁申請（仲裁不実行） 

平成２２年７月８日 

電委第４２号 

H22.6.29 諮問 

H22.7.8 答申 

生活文化センター㈱からの申立てを受けた、直収パケット交換機接

続（レイヤ２接続）等についての、NTT ドコモとの接続に関する接続

協議再開命令（平成２２年１月２５日申立て） 

U<参考>本答申前の経緯 

あっせん申請（あっせん不実行） 

平成２９年１月２７日 

電委第４号 

H28.12.8 諮問 

H29.1.27 答申 

日本通信㈱からの申立てを受けた、ソフトバンク㈱が販売したＳＩＭ

ロックがなされた端末及びＳＩＭロックがかかっていない端末との間

の伝送交換を可能とするための、ソフトバンク㈱との接続に関する

接続協議再開命令（平成２８年９月２９日申立て）

（２）接続協定等に関する細目の裁定

答申日等 事案の概要等 

平成１４年１１月５日 

電委第１１５号 

H14.9.20 諮問 

H14.11.5 答申 

平成電電㈱からの申請を受けた、NTT ドコモ等携帯電話事業者に

対する直収発携帯着の利用者料金の設定に関する裁定（平成１４

年７月１８日申請） 

U<参考>本答申に関連した措置 

総務大臣に対する勧告 

平成１９年１１月２２

日 

電委第６９号 

H19.9.21 諮問 

H19.11.22 答申 

日本通信㈱からの申請を受けた、NTT ドコモとの相互接続による

MVNO 事業に関する裁定（平成１９年７月９日申請） 

U<参考>本答申に関連した措置 

総務大臣に対する勧告 

（３）土地等の使用に関する協議認可

答申日等 事案の概要等 

平成１４年７月３０日 

電委第９５号 

H14.6.17 諮問 

H14.7.30 答申 

モバイルインターネットサービス㈱からの申請を受けた、無線 LAN

サービスの役務提供のための JR 東日本の土地等の使用に関する

協議認可（平成１４年３月１９日申請）
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（４）電気通信事業者に対する業務改善命令

答申日等 事案の概要等 

平成１４年４月１９日

電委第６０号 

H14.4.18 諮問 

H14.4.19 答申

KDDI㈱に対する、子会社である第二種電気通信事業者を通じた、

地方公共団体に対する届出料金を下回る料金での電気通信役務

の提供についての業務改善命令（平成１４年４月１９日命令） 

平成１６年２月４日 

電委第８号 

H16.1.29 諮問 

H16.2.4 答申

KDDI㈱に対する、子会社である KCOM㈱を通じた、地方公共団体

に対する届出料金を下回る料金での電気通信役務の提供につい

ての業務改善命令（平成１６年２月５日命令） 

平成２２年２月４日 

電委第１９号 

H22.1.28 諮問 

H22.2.4 答申

NTT 西日本に対する、他の電気通信事業者等に関する情報の取

扱いについての業務改善命令（平成２２年２月４日命令） 

【放送法関係】 

地上基幹放送の再放送の同意に関する裁定 

答申日等 事案の概要等 

平成２５年６月２６日

電委第５４号 

H25.1.30 諮問 

H25.6.26 答申

㈱ひのきによる讀賣テレビ放送㈱の地上テレビジョン放送の再放送

の同意に関する裁定（平成２５年７月２３日裁定） 

※ 総務大臣裁定後の経緯

・H27.2.25：総務大臣 (株)ひのきからの一部区域についての不同意裁定の取消しを求めた異議申立てを棄却

・H29.12.7：東京高等裁判所 (株) ひのきからの棄却決定の取消請求を認容する判決（H30.3現在 上訴手続中）
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Ⅲ 総務大臣に対する勧告 

【電気通信事業法関係】 

発出 概要等 

平成１４年２月２６日 

電委第３２号 

コロケーションのルール改善に向けた勧告

U<参考>本勧告の関連事案 

イー・アクセス㈱による NTT 東日本のコロケーションスペース、電

源及び MDF の利用に関するあっせん申請（合意により解決） 

平成１４年１１月５日 

電委第１１５号 

接続における適正な料金設定が行い得る仕組みの整備の勧告 

U<参考>本勧告の関連事案 

平成電電㈱からの申請を受けた、NTT ドコモ等携帯電話事業者

に対する直収発携帯着の利用者料金の設定に関する裁定 

平成１９年１１月２２

日 

電委第６９号 

接続料金の算定の在り方など MVNO と MNO との間の円滑な協議

に資する措置の勧告 

U<参考>本勧告の関連事案 

日本通信㈱からの申請を受けた、NTT ドコモとの相互接続による

MVNO 事業に関する裁定 

（注）実際の紛争は、内容が複雑に絡み合っており、以上の分類は厳密なも

のではない。 
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総合通信局等を通じた周知広報 

～総合通信局等への協力依頼事項～ 

１ 相談窓口の紹介 

 通信・放送事業者間での協定・契約をめぐる交渉などがうまく進まない場合の相談

先として、当委員会の相談窓口を紹介。 

※ 例：関東総合通信局のご協力により、管区内の届出電気通信事業者へ送付して

いる文書の中で、当委員会の相談窓口を紹介していただいております。

２ 委員会ウェブサイトの URL 又はバナーの掲載 

総合通信局等のホームページに、当委員会の URL 又はバナーを掲載。

＜ご参考＞ 電気通信紛争処理委員会トップページ 

(URL) http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hunso/  (バナー) 

３ 管区内の通信・放送事業者への周知 

管区内の通信・放送事業者に対して、委員会を周知できる機会
※
をとらえ、当委

員会事務局の参加やパンフレットの配布を依頼。 

※例 総合通信局主催の講演会、各種イベント、

庁舎内におけるパンフレットの設置等 

資料４
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紛争処理対象分野の動向

１ 電気通信事業の市場動向

２ 電気通信事業に関する規律

３ 電波利用の動向

４ 放送事業の動向

本編で使用している資料は、総務省国際戦略局、情報流通行政局、総

合通信基盤局及び電気通信紛争処理委員会事務局で作成した資料をも

とに構成されている。

資料５

46



１ 電気通信事業の市場動向

1. 電気通信事業者数の推移

2. 国内の電気通信業界の主な変遷

3. 電気通信事業者等の売上高の状況（平成28年度）

4. 電気通信市場における環境変化

5. ブロードバンドサービスの契約数の推移

6. 固定通信トラヒックと移動通信トラヒック

7. 固定電話の現状

8. 移動系通信の契約数における事業者別シェアの推移

9. 固定系ブロードバンドサービス契約数における事業者別シェアの推移

10. MVNOサービスの契約数の推移

11. MVNOサービスの区分契約数・事業者数

12. ＮＴＴ東西による光回線の卸売サービスの概要

13. サービス卸の契約数

14. サービス卸の卸先事業者数

15. NTT東西のFTTH契約数及び当該契約数に占めるサービス卸の契約数比率

16. インターネット附随サービス業 
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16,000
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・競争原理の導入
・電電公社の民営化

・１種、２種事業区分の廃止
（登録／届出制へ）

・料金・約款規制の原則廃止

・ 昭和60年以降、電気通信事業者数は大幅に増加し、平成30年４月１日現在、１万９,０７９者が参入。
・ その大半（約98％）は届出電気通信事業者。

1- 1 電気通信事業者数の推移

（注）登録電気通信事業者とは、電気通信回線設備を設置する電気通信事業者のうち総務省令で定める規模（端末系伝送路設備の設置の区域が一の市町村（特別区を含
む。）を超えるか、又は中継系伝送路設備の設置区域が一の都道府県を越えるもの）以上の電気通信事業者。
届出電気通信事業者とは、それ以外の電気通信事業者。

(社)

○ 平成３０年４月１日現在

登録電気通信事業者 ３１９者

届出電気通信事業者 １８,７６０者

合 計 １９,０７９者

第１種電気通信事業者第１種電気通信事業者

第
２
種
電
気
通
信
事
業
者

登録電気通信事業者登録電気通信事業者

届
出
電
気
通
信
事
業
者

ＮＴＴの再編成

○ 平成１６年３月

第１種電気通信事業者 ４２２者

第２種電気通信事業者 １２，０４４者

合 計 １２，４６６者

○ 昭和６１年４月

第１種電気通信事業者 ７者

第２種電気通信事業者 ２０９者

合 計 ２１６者
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1- 2 国内の電気通信業界の主な変遷

［平成11年7月分割・再編］

ＮＴＴ(持株会社)*

(平成4年7月分割・再編)

(平成11年10月合併)

NTT国際ﾈｯﾄﾜｰｸ

ＩＩＪ
(平成15年9月出資・筆頭株主)

ＣＷＣ
(平成15年12月営業譲渡)

ＮＴＴドコモ

Ｋ Ｄ Ｄ

日本高速通信(TWJ)

Ｄ Ｄ Ｉ

日本移動通信(IDO)

(昭和28年4月国際電話開始、 平成9年7月国内中継電話開始)

(平成元年9月国内中継電話開始)

(平成元年9月国内中継電話開始)

［昭和60年4月民営化］

Ｎ

Ｔ

Ｔ

(平成10年12月合併)

セルラー系７社 ａｕ
(平成13年10月合併)

ツーカー３社
(平成17年10月合併)

東京通信ﾈｯﾄﾜｰｸ(TTNet)
(平成2年5月加入電話開始)

日本テレコム

日本国際通信(ITJ)

国際デジタル通信(IDC)

(平成元年9月国内中継電話開始)

(平成3年10月国際電話開始)

(平成3年10月国際電話開始)

(平成１１年9月 資本提携)(平成9年10月合併)

Ｊフォン

日本テレコム

Ｊフォン
ボーダフォン

(平成15年10月社名変更)デジタルホン

(出資)

(出資)

(平成13年9月 株式取得)

鷹 山 パワードコム

(平成15年4月合併)(平成14年8月 PHS事業)

(平成11年6月買収)

(平成１７年2月買収）

ソフトバンクテレコム
(平成18年10月社名変更)

(平成17年7月合併)

(平成12年10月DSL事業開始） (出資)

(平成16年10月 日本テレコム
イー・アクセス株売却)

ＮＴＴ東日本*

ＮＴＴ西日本*

ＮＴＴｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ

日本テレコム

(平成16年7月ﾘｯﾌﾟﾙｳｯﾄﾞから買収)
(平成15年11月ﾘｯﾌﾟﾙｳｯﾄﾞが買収)

(平成14年8月) 
日本ﾃﾚｺﾑHD

(平成17年2月直収電話開始)

(平成15年12月社名変更)
ボーダフォンＨＤ

(平成18年4月買収）

ソフトバンク
(平成27年７月社名変更)

(平成19年3月携帯電話事業開始）

(平成20年7月 １社に合併)

(平成18年6月 PHS事業廃止)

日本テレコム

ＤＤＩﾎﾟｹｯﾄ

(平成7年７月 PHS事業開始)

英ボーダフォン

ソフトバンクBB
（平成17年2月社名変更）

(平成13年9月 DSL事業開始)

(平成13年1月DSL事業開始） アッカ・ネットワークス

(平成20年8月
子会社化）

(平成15年1月 4社合併でｿﾌﾄﾊﾞﾝｸBB設立)

イー・アクセス
イー・モバイル

アステル東京
(平成11年4月合併)

パワードコム

(平成19年8月
出資)

UQｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞUQｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ

(平成21年6月合併）

(平成22年6月
完全子会社化）

Wireless City Planning

(ｶｰﾗｲﾙが株式取得、
平成16年10月新会社設立)

(平成22年12月
吸収分割）

(

平
成
12
年
10
月
合
併)

Ｋ
Ｄ
Ｄ
Ｉ

(平成22年
12月出資)

ウィルコム
（平成17年２月社名変更）

英Ｃ＆Ｗ

ｹｰﾌﾞﾙ･ｱﾝﾄﾞ・ﾜｲﾔﾚｽIDC

英ＢＴ 米ＡＴ＆Ｔ

ソフトバンク
グループ

ＤＤＩﾎﾟｹｯﾄ

(平成7年10月 PHS事業開始)
(昭和63年アナログ自動車電話開始)

［現 在］（*特殊会社）

(平成23年3月
吸収合併)

(平成18年1月合併)

沖縄セルラー 沖縄セルラー

KDDI

ジュピターテレコム
(平成9年７月 固定電話事業開始)

ｼﾞｭﾋﾟﾀｰﾃﾚｺﾑ（J:COM）
ジャパン・ケーブルネット (平成17年12月 固定電話事業開始)

(平成19年６月 KDDIの子会社化)

(平成25年4月に連結子会社化)
(平成26年4月合併)

KDDIグループ

NTT東日本

NTT（持株会社）

NTTグループ

NTT西日本

NTTコミュニケーションズ

NTTドコモ

(平成25年4月
連結子会社化）

(平成25年4月に連結子会社化)

ＢＢテクノロジー

ワイモバイル
(平成26年7月社名変更)

（
平
成
26
年
６
月
合
併
）

日本テレコムIDC

ソフトバンクモバイル
(平成18年10月社名変更)

(平成27年
4月合併)

(平成27年4月に連結子会社化)

1- 3 電気通信事業者等の売上高の状況（平成28年度）

※ 各事業者の決算資料等に基づき総務省にて作成。
※ 国内事業者（国内事業者の海外子会社を含む）が海外で行う事業の売上を含む。
※ その他には、「電力系通信事業者」「スカパーJSAT㈱」を含む。

0円

5兆円

10兆円

15兆円

20兆円

25兆円

昭和60年 平成28年

NTTドコモ：
4兆5,846億円

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸｸﾞﾙｰﾌﾟ：
8兆9,010億円

NTT：5兆1,340億円

KDD：2,230億円

NTTコム：9,238億円

NTT東：1兆6,722億円

NTT西：1兆4,790億円

5兆3,570億円

25兆5,666億円

その他：5,263億円

ＮＴＴグループ
11兆3,910億円

ＫＤＤＩグループ
4兆7,483億円

ソフトバンクグループ

8兆9,010億円

31年

KDDIグループ：
4兆7,483億円

（ＮＴＴ民営化）

NTTｸﾞﾙｰﾌﾟその他：
2兆7,314億円
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1-4 電気通信市場における環境変化

※各年は３月末時点の数値。

 固定系ブロードバンドは、光ファイバが全体の約７7％（３，００８万契約）に。

 携帯電話・ＰＨＳが、１億７，０００万契約を超える。

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000
固定電話

移動電話

3.9-4世代携帯電話（LTE）

固定系ブロードバンド

IP電話

90年91年92年93年94年95年96年97年98年99年00年01年02年03年 05年06年07年08年09年10年11年12年13年04年 14年（西暦） 15年16年17年

（万契約）

移動電話
17,006

固定系
ブロードバンド

3,923
IP電話
4,204

固定電話と移動電話が逆転
（2000年11月） 固定電話と固定系ブロード

バンドが逆転（2012年9月）

LTE
11,494

固定電話
2,174

※ 2013年度第２四半期以降は、グループ内取引調整後の契約数。

17年
12月末

固定系 移動系

● 3.9-4世代携帯電話（ＬＴＥ）アクセスサービスの契約数
は、前年度比約1.2倍と増加。

● ＦＴＴＨ（光ファイバ）は、平成20年６月にＤＳＬ契約数を超
え、現在、固定系ブロードバンド全体の約77％を占める。

出所：電気通信事業報告規則に基づく報告

1-5 ブロードバンドサービスの契約数の推移

※ 平成22年におけるCATVアクセスサービスについては、一部事業者より集計方法の変更が
報告されたため、前年度との間で変動が生じている。

※ FWA:Fixed Wireless Access（固定無線アクセス）
※ DSL:Digital Subscriber Line（デジタル加入者線）

（万契約）

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

FTTH

ＤＳＬ

ＣＡＴＶ

ＦＷＡ

FWA 1万

平成

平成29年12月末時点

光ファイバ
3,008 万

DSL
224万

CATV
691万

FTTHがDSLを逆転
（平成20年6月）

14年 16年 18年 20年 22年 24年 26年 28年 29年
0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000
3.9-4世代携帯電話（LTE）

ＢＷＡ

平成 22年 23年 24年 25年

１年で
約1.2倍増加

（万契約）

LTE
11,494万

BWA
5,543万

※ BWA：Broadband Wireless Access（広帯域移動無線アクセス）

26年 27年

平成29年12月末時点

28年 29年
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○ 我が国のブロードバンドサービス契約者(*1)の総ダウンロードトラヒックは前年同月比31.6%増。
○ 我が国の移動通信の総ダウンロードトラヒックは前年同月比42.0%増。

1-6 固定通信トラヒックと移動通信トラヒック

8,232 

10,830 

1,345 

1,910 
1,460 1,483 

218 289 
0
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12000

5月 11
月 5月 11
月 5月 11
月 5月 11
月 5月 11
月 5月 11
月 5月 11
月 5月 11
月 5月 11
月 5月 11
月 5月 11
月 5月 11
月 5月 11
月 5月 11
月

2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年

我が国の移動通信の
総アップロードトラヒック(*3)

289Gbps

我が国の移動通信の

総ダウンロードトラヒック(*3) 

1,910Gbps

(*1) FTTH、DSL、CATV、FWA

(*2) 2011年5月以前は、携帯電話網との間の移動通信トラヒックの一部が含まれる。
(*3) 『総務省 我が国の移動通信トラヒックの現状（平成２９年９月分）』より引用（3月、6月、9月、12月に計測）

42.0%
増加

我が国のブロードバンド
契約者の総ダウンロード

トラヒック (*2)

10,830Gbps （推定値）

我が国のブロードバンド
契約者の総アップロード

トラヒック (*2)

1,483Gbps （推定値）

31.6%
増加

(Gbps)

1- 7 固定電話の現状（契約数・料金）

固定電話の契約数の推移 固定電話の料金と利用形態

○ メタル電話（加入電話・ＩＳＤＮ電話）は減少傾向
※ピーク時から約4,000万減少（1997年11月 6,322万件→2017年3月 2,112万件）

○ ＩＰ電話（０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電話）は増加傾向
※最近5年で1.5倍に増加（2012年3月 2,096万件→2017年3月 3,241万件）

1,700円

市内： 8.5円

市外： (県内) (県外)

ＦＴＴＨ

5,000円程度

ひかり電話
500円

８円

［加入電話（メタル電話）］ ［ひかり電話（ＩＰ電話）］

ＮＴＴ東西（NTTコミュニケーションズ）の例

Ｆ
Ｔ
Ｔ
Ｈ
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対
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※プッシュ回線・住宅３級局
（４０万加入以上）

※金額は全て税抜。
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※ メタル電話： メタル回線をアクセス回線としＰＳＴＮを中継網とする電話
- 加入電話： メタル電話のうち、ＮＴＴ東西が提供するもの
- ＣＡＴＶ電話： メタル電話のうち、ＣＡＴＶ事業者が提供するもの
- 直収電話： メタル電話のうち、ＮＴＴ東西・ＣＡＴＶ事業者以外が提供するもの

2013年度末
に逆転加入電話

０ＡＢ～ＪＩＰ電話

直収電話

ＣＡＴＶ電話

固定電話全体

（万件）

（年度末）

（ＩＳＤＮ電話を含む） ～20km：
～60km：
～100km：
100km超：

○ 基本料は（一体加入が前提となるブロードバンド（ＦＴＴＨ）料金を含め

ると）ＩＰ電話の方がメタル電話より高い

○ 通話料は（距離に依存しない全国一律料金を設定をする）ＩＰ電
話の方が（距離別料金を設定する）メタル電話より安い

20円 20円
30円 40円
40円 60円
40円 80円
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移動系通信の契約数における事業者別シェア（グループ別）は、NTTドコモ39.1％、ＫＤＤＩグループ27.2％、

ソフトバンクグループ23.4％。

1-8 移動系通信の契約数における事業者別シェアの推移

【移動系通信】

注１：四捨五入の関係上、合計が100％にならない場合がある。以下同じ。
注２：ＫＤＤＩグループのシェアには、ＫＤＤＩ、沖縄セルラー及びＵＱコミュニケーションズが含まれる。
注３ソフトバンクグループのシェアには、ソフトバンク、ウィルコム（2013年第４四半期）、イー・アクセス（2013年第４四半期）及びワ
イモバイル（2014年度第４四半期）が含まれる。
注４：イー・アクセスは2014年６月1日付けでウィルコムを吸収合併し、同年７月１日付けでワイモバイルに社名変更。その後、ソフ
トバンクモバイルは2015年４月１日付けでソフトバンクBB、ソフトバンクテレコム及びワイモバイルと合併し、同年７月１日付けでソ
フトバンクに社名変更。以下同じ。
注５：ＭＶＮＯのシェアを提供元のＭＮＯグループごとに合算し、当該ＭＮＯグループ名の後に「（ＭＶＮＯ）」と付記して示してい
る。以下このページにおいて同じ。

（参考） 【 携帯電話 】

注：ソフトバンクグループのシェアには、ソフトバンク、イー・アクセス（2013年第４四半期）及びワイモバイル（2014年度第４四半期）
が含まれる。

1- 9 固定系ブロードバンドサービスの契約数における事業者別シェアの推移

固定系ブロードバンドサービスの契約数におけるＮＴＴ東西のシェアは、28.3％。

注１：この固定系ブロードバンド契約数の事業者別シェアはＦＴＴＨ、ＤＳＬ及びＣＡＴＶインターネットを対象としており、ＦＷＡを含んでいない。
注２：ＫＤＤＩのシェアには、沖縄セルラー、ＪＣＮ、ＣＴＣ、ＯＴＮｅｔ（2009年度第４四半期以降）及びＪ：ＣＯＭグループ（2013年度第１四半期以降）が含まれる。
注３：その他電力系事業者のシェアには、北海道総合通信網（2010年度第４四半期まで）、東北インテリジェント通信（2009年度第４四半期まで）、北陸通信ネットワーク、ＳＴＮｅｔ、エネルギア・コミュニケーションズ、ファミリーネット・

ジャパン及びケイオプティ・サイバーポート（2010年度第４四半期まで）が含まれる。
注４：2015年度第３四半期までの事業者のシェアには、卸電気通信役務の提供に係るものも含む。
注５：2015年度第４四半期以降については、卸電気通信役務を利用してＦＴＴＨアクセスサービスを提供する事業者のシェアを当該卸電気通信役務を提供する事業者（その他に含まれる事業者は除く。）ごとに合算し、当該事業

者名の後に「（卸）」と付記して示している。
注６：ＵＣＯＭは丸紅アクセスソリューションズと合併し、アルテリア・ネットワークスに社名変更（2013年度第４四半期以降）。

30.0% 30.1% 30.1%
NTT東日本

29.8%

24.1% 24.2% 24.1%
ＮＴＴ西日本

24.4%

7.6% 9.4%

19.6%
KDDI

20.6%
8.7%

J:COMグループ, 8.8%

7.5%
6.2%

8.0% ソフトバンク, 6.7%
4.6%

イー・アクセス

3.5%

3.7% 3.9% 4.1% ケイ・オプティコム, 4.1%
0.9% 0.9% 0.9%

九州通信ネットワーク, 0.9%
1.3% 1.3% 1.3%

その他電力系事業者, 1.4%1.4% 1.5% 1.6%

アルテリア・ネットワークス

1.6%10.3% 10.1% 10.2%
その他

10.5%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

12.3 13.3 14.3 15.3

21.3%
18.3% 17.2% 16.2% 15.2%

NTT東日本

14.5%

8.1%
11.3% 12.5% 13.8% 14.8%

NTT東日本（卸）

15.5%

20.0% 17.4% 16.4% 15.4% 14.5%
ＮＴＴ西日本

13.8%

4.3% 6.7% 7.8% 8.8% 9.8% ＮＴＴ西日本（卸）, 10.4%

17.2% 17.5% 17.5% 17.6% 17.6%
KDDI

17.7%

4.4% 4.5% 4.5% 4.5% 4.4% KDDI（卸）, 4.5%

5.6% 5.1% 4.8% 4.0% 3.8% ソフトバンク, 3.7%

4.2% 4.1% 4.1% 4.2% 4.1%

ケイ・オプティコム, 4.1%

1.0% 1.0% 1.0% 1.0%

九州通信

ネットワーク

1.0% QTnet, 1.0%

1.7% 1.7% 1.7% 1.8%

1.8%

その他電力系事業者, 1.8%0.7% 0.7% 0.7% 0.9% 0.8%

アルテリア・ネットワークス, 0.8%0.8% 0.8% 0.8% 0.8% 0.9%

アルテリア・ネットワークス（卸）

1.0%10.8% 10.9% 11.0% 11.1% 11.2%
その他

11.3%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

16.3 16.9 16.12 17.3 17.6 17.9

（第３四半期）（第２四半期） （第４四半期） （第１四半期） （第２四半期）

NTT東西
28.3%

51



1- 10 ＭＶＮＯサービスの契約数の推移

【ＭＶＮＯサービスの契約数の推移】 【移動系通信の契約数におけるＭＮＯ・ＭＶＮＯ別の純増減数の推移】
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 2017年12月末の契約数は1,764万であり、対前年同期比＋18.7％と増加している。

（参考）直近１年間の純増数
MNO：229万
MVNO：278万

1-11 ＭＶＮＯサービスの区分別契約数・事業者数

【MVNOサービスの区分別契約数】

・契約数が３万以上のＭＶＮＯのサービスの区分別契約数はＳＩＭカード型が1,086万（前期比＋7.3％、前年同期比＋34.5％）、
通信モジュールが465万（前期比＋2.9％、前年同期比＋14.7％）となっている。

・一次ＭＶＮＯ※１サービスの事業者数はMNOであるMVNOを除くと403者（前期比＋49者、前年同期比＋113者）となってい
る。二次以降のＭＶＮＯ※２サービスの事業者数は414者（前期比＋21者、前年同期比＋37者）となっている。

注１：提供している契約数が３万以上のＭＶＮＯからの報告を基に作成。そのため、「ＭＶＮＯサービスの契約数の推移」とは合計値が異なる。
注２：「その他」は、「ＳＩＭカード型」、「通信モジュール」及び「単純再販」のいずれの区分にも属さないＭＶＮＯサービス。
注３：それぞれの区分については以下のとおり。
・ＳＩＭカード型：ＳＩＭカードを使用してＭＶＮＯサービスを提供している場合（ＳＩＭカードが製品に組み込まれている場合を含む。）で、

自ら最終利用者に提供しているもの。
・通信モジュール：特定の業務の用に供する通信に用途が限定されているモジュール向けに提供している場合で、自ら最終利用者に提供してい

るもの。
・単純再販：ＭＮＯが提供するサービスと同内容のＭＶＮＯサービスを提供している場合で、自ら最終利用者に提供しているもの。
・その他：「再卸」、「ＳＩＭカード型」、「通信モジュール」及び「単純再販」のいずれにも属さないＭＶＮＯサービス。

【ＭＶＮＯサービスの事業者数】
※１ ＭＮＯから直接回線の提供を受けるＭＶＮＯ。 ※２ ＭＶＮＯから回線の提供を受けるＭＶＮＯ。

注１：ＭＮＯ及び提供している契約数が３万以上のＭＶＮＯからの報告を基に作成。
注２：二次以降のＭＶＮＯの事業者数には、二次以降のＭＶＮＯのみから回線の提供を受けている契約数３万未満のＭＶＮＯの事業

者数は含まない。

注１：契約数が３万以上のＭＶＮＯからの報告を基に作成。
注２：契約数３万未満のＭＶＮＯの事業者数は含まない。
注３：括弧内は一次ＭＶＮＯの事業者数。

【ＭＶＮＯサービスの区分別事業者数】

【ＭＶＮＯサービス区分「再卸」の契約数の推移】

（単位：事業者数）

（単位：万契約）

注：提供している契約数が３万以上のＭＶＮＯからの報告を基に作成。

区分 16.3 16.6 16.9 16.12 17.3 17.6 17.9 17.12 

ＳＩＭカード型 29（15） 29（15） 33（16） 38（20） 41（20） 42（20） 41（19） 41（17） 

通信モジュール 17（12） 17（12） 17（12） 17（12） 18（12） 19（14） 18（14） 18（14） 

単純再販 17（15） 17（15） 19（15） 18（14） 19（15） 19（15） 20（15） 21（14） 

その他 3（2） 3（2） 3（2） 3（2） 3（2） 3（2） 3（2） 3（2） 

再卸 23（17） 23（17） 23（17） 25（18） 26（19） 27（19） 25（19） 25（19） 16.3 16.6 16.9 16.12 17.3 17.6 17.9 17.12 

378 431 490 520 556 602 641 695 
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1- 12 ＮＴＴ東西による光回線の卸売サービスの概要

ＮＴＴ東日本・西日本は、平成２７年２月より、光回線の卸売サービスの提供を開始。

1- 13 サービス卸の卸契約数

・サービス卸の卸契約数は、NTT東西合計で1,066万（2017年12月末）。

・NTT東西の別では、NTT西日本に比べ、NTT東日本が提供する卸契約数の方が大きく、全契約数の約60％。

・新規の開通数も徐々に増えているものの、全開通数の約65％は転用※。

新規・転用別開通数卸契約数

※転用：「フレッツ光」を利用中のユーザーが電話番号等を変更することなく卸先事業者の提供するサービスに切り替えること

注１：数値は表示単位未満を四捨五入しているため、合計の数値等が一致しない場合がある。
注２：NTT東西において卸解約数の新規・転用別の内訳を集計していないため、卸契約数の新規・転用別の内訳は不明。
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1- 14 サービス卸の卸先事業者数

・ 卸先事業者数は、NTT東西の両者から卸電気通信役務の提供を受けている事業者の重複を排除した
場合では688者。重複を排除しない単純合算の場合では1031者（2017年12月末）。

・ 卸先事業者の約半数（343者）に対し、NTT東西の両者が卸電気通信役務を提供。

（参考）事業者の分類（主な業種による分類）

●MNO ： ２者
●CATV事業者 ： 75者
●ISP・MVNO事業者 ： 484者
●その他事業者 ： 127者

1- 15 NTT東西のFTTH契約数及び当該契約数に占めるサービス卸の契約数比率
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1-16 インターネット附随サービス業

サービス別企業数 サービス別売上高

・ インターネット附随サービス業とは、主にインターネットを利用する上で必要な情報提供や配信サービス、
各種サポートサービスを行う企業等（ポータルサイト・サーバ運営業、アプリケーション・サービス・コンテン
ツ・プロバイダ、インターネット利用サポート業など）。

・ 平成27年度売上高は2兆3,954億円（前年度比26.7％増）で調査開始以来、最高値となった。
・ １企業当たり売上高は44.0億円（前年度比25.5％増）。サービス別にみると、情報ネットワーク・セキュリティ・

サービス業、ウェブコンテンツ配信業などが増加。
・ 今後新たに展開したいと考えている事業分野の状況は、クラウドコンピューティングサービス（21.1％）、

ウェブコンテンツ配信（18.6％）が多い回答となっている。

※複数事業を併営する企業があるため、企業数の合計と内訳の和は必ずしも一致しない。
※売上高の内訳に回答のない企業があるため、売上高の合計と内訳の和は一致しない。

【総務省・経済産業省「平成２８年情報通信業基本調査」をもとに作成】

ウェブコンテン

ツ配信業, 143

社

クラウドコン

ピューティング

サービス, 132

社

サーバ管理受託

業, 86社

ショッピング・サイト運営業及びオークショ

ン・サイト運営業, 77社

情報ネット

ワーク・セキュ

リティ・サービ

ス業, 72社

ウェブ情報検索サービス

業, 69社

課金・決済代行業, 26社

電子掲示板・ブログサー

ビス・ＳＮＳ運営業, 21社

電子認証業, 11社

その他, 144社

ウェブコンテン

ツ配信業,

8042.9億

ショッピング・サイト運営業及びオーク

ション・サイト運営業, 2657.8億

ウェブ情報検索サー

ビス業, 1216.1億

情報ネットワーク・セ

キュリティ・サービス

業, 993.9億課金・決済代行業, 

803.4億

クラウドコンピュー

ティングサービス, 

777.2億

サーバ管理受託業, 

499.1億

電子掲示板・ブロ

グサービス・ＳＮＳ

運営業, 289.2億

電子認証業, 67.5億

その他, 8476.8億

合計545社
合計2兆
3954億円
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２ 電気通信事業に関する規律

1. 現行の電気通信事業法による規律の概要

2. 電気通信事業に関する規律
3. 現行のＮＴＴ法の枠組み
4. 市場支配力を有する電気通信事業者に対する禁止行為
5. 指定電気通信設備制度の枠組み
6. 指定電気通信設備の範囲
7. 接続義務・接続拒否事由
8. ＮＴＴ東西の接続料の算定方式
9. 長期増分費用方式に基づく接続料の推移
10. 加入光ファイバの接続料
11. 加入光ファイバ接続料の推移
12. モバイル接続料の推移
13. 卸電気通信役務と接続の違い
14. ＮＴＴ東西の光回線の卸売サービスに関するガイドラインの概要
15. ＭＶＮＯ事業化ガイドラインの概要
16. 事業者間協議の円滑化に関するガイドラインの概要
17. 接続等に関し取得・負担すべき金額に関する裁定方針の概要
18. 「固定電話網の円滑な移行の在り方」二次答申の概要
19. コンテンツ配信事業者等に係る紛争

電気通信事業者 第一種指定電気通信設備を

設置する電気通信事業者（固定系）

第二種指定電気通信設備を

設置する電気通信事業者（移動系）

参入・退出規制

外資規制

【参入】

登録 （①端末系伝送路設備の設置区域が同一市町村の区域を超える場合、または②中継系伝送路設備の設置区間が一の都道府県の区域を超える場
合）

上記以外の場合は届出
【退出】

事後届出 （利用者に対しては予め相当の期間をおいて周知が必要）
【外資規制】

なし （NTT持株に対しては3分の1の外資規制）

料金・約款規制

原則として自由

【基礎的電気通信役務（ユニバーサルサービス：国民生活に不可欠であるためあまねく日本全国における提供が確保されるべき役務）】
契約約款の作成、届出

【指定電気通信役務（※1）】
保障契約約款の作成、届出

【特定電気通信役務（※2）】
プライスキャップ規制（上限価格規制）

利用者保護 事業休廃止の際の利用者に対する事前周知義務、電気通信役務の提供条件に関する説明義務、苦情等に関する適切・迅速な処理義務

非
対
称
規
制

接続規制
電気通信回線設備を設置する全ての事業者に対し、接続請求応諾義務

・接続約款の認可、公表
・接続会計の整理 等

・接続約款の届出、公表
・接続会計の整理

行為規制
なし

【禁止行為】
・接続情報の目的外利用・提供 等

【特定関係事業者（NTTコム）との間の禁止行為】
・役員兼任 等

※適用事業者については、市場シェア等も勘
案して個別に指定（NTTドコモを指定）

【禁止行為】
同左

ユニバーサル

サービス制度

【ユニバーサルサービスの範囲】
加入電話（加入電話に相当する料金で提供される光ＩＰ電話を含む）、第一種公衆電話、緊急通報

【制度の仕組み】

適格電気通信事業者に対し、基礎的電気通信役務の提供に要する費用の額が基礎的電気通信役務の提供により生ずる収益の額を上回ると見込まれる場
合に、その費用の一部に充てるための交付金を交付

2-1 現行の電気通信事業法による規律の概要

（※1）指定電気通信役務＝第一種指定設備を用いて提供する役務であって、他の事業者による代替的な役務が十分に提供されない役務：ＮＴＴ東西の加入電話・ＩＳＤＮ、専用線、フレッツ光、
ひかり電話、フレッツＩＳＤＮ等

（※2）特定電気通信役務＝指定電気通信役務であって、利用者の利益に及ぼす影響が大きい役務：ＮＴＴ東西の加入電話・ＩＳＤＮ（基本料、施設設置負担金、通話料・通信料、番号案内料）等
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競争原理の
導入

参入規制の緩和

料金規制の緩和

約款規制等の緩和

ユニバーサルサービ
ス制度の導入

紛争処理制度の導入

参入許可制の廃止

料金・約款の事前規
制を原則撤廃

利用者保護の推進

紛争処理機能の
拡充

安全・信頼性規
律の強化

利用者保護ルール
の拡充

固定系への接続
ルールの導入

ＮＴＴの再編成

移動系への接続ルー
ルの導入

禁止行為規制の導入

ＮＴＴ東西の業務範
囲拡大

移動系の接続
ルールの強化

固定系の公正競
争ルールの強化

ＮＴＴ東西の業務
規制手続の緩和

移動系の接続ルー
ルの更なる強化

グループ化・寡占化
への対応

禁止行為規制の緩
和

卸制度の整備

2- 2 電気通信事業に関する規律

 一般の事業者に対しては、自由で多様な事業展開を可能とするため、新規参入や料金に関する事前規制を

緩和する一方で、消費者保護ルールを充実。

 特定の事業者（主要なネットワークを保有するＮＴＴ東西や携帯電話事業者）に対しては、そのネットワークを利

用する事業者が公平な条件等でサービスを提供できるよう、接続ルール等の公正競争ルールを整備。

対
事
業
者
一
般

対
特
定
事
業
者

事前規制から利用者視点を踏まえた事後規制へ

昭和60年～

料金低廉化・サービス多様化のための公正競争ルールの整備・強化

市場の
自由化

事業者の参入促進、
自由な料金設定

多様な事業者に
よる自由な事業
展開を促進

自由・迅速な事業展開促
進、セーフティネット整備

市場支配力の濫用
を禁止

規律の変遷

平成9年～ 平成13年～ 平成16年～ 平成28年～

自由な事業展開促進、利
用者保護ルールの整備

日本電信電話株式会社

（持株会社）

東日本電信電話株式会社、西日本電信電話株式会社

（地域会社）

目 的
（第1条）

◇東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社
による適切かつ安定的な電気通信役務の提供の確保を図
る。

◇電気通信の基盤となる電気通信技術に関する研究を行う。

◇地域電気通信事業を経営する。

事 業
（第2条）

◇地域会社が発行する株式の引受け及び保有並びに当該
株式の株主としての権利の行使

◇地域会社に対する必要な助言、あっせんその他の援助

◇電気通信の基盤となる電気通信技術に関する研究

等

◇地域（＝同一の都道府県内）電気通信業務

◇地域電気通信業務に附帯する業務（「附帯業務」）

◇地域会社の目的を達成するために必要な業務（「目的達成
業務」）【事前届出】

◇業務区域以外の区域における地域電気通信業務【事前届
出】

◇地域電気通信業務を営むために保有する設備・技術又は
その職員を活用して行う電気通信業務その他の業務（「活用
業務」）【事前届出】

責 務
（第3条）

◇国民生活に不可欠な電話の役務のあまねく日本全国における適切、公平かつ安定的な提供の確保

◇電気通信技術に関する研究の推進及びその成果の普及

株 式
（第4条～

第7条）

◇３分の１以上の政府保有義務

◇３分の１までの外資規制

◇政府保有株式の処分制限

◇全ての株式を日本電信電話株式会社が保有

役員等
（第10条～

第12条）

◇役員選任決議認可、外国人役員の禁止

◇定款変更・合併等の決議認可、剰余金処分決議認可

◇事業計画認可

◇外国人役員の禁止

◇定款変更・合併等の決議認可

◇事業計画認可

2-3 現行のＮＴＴ法の枠組み
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○ シェアが高く市場支配力を有する事業者（市場支配的事業者）に対し、市場支配力を濫用して公正な競争を阻害すること

がないよう、不当な競争を引き起こすおそれがある行為についてあらかじめ禁止する制度。

2-4 市場支配力を有する電気通信事業者に対する禁止行為

接続の業務に関し知り得た

情報の目的外利用・提供

特定の事業者に対する

不当に優先的・不利な取扱い

製造業者等への

不当な規律・干渉

接続の業務に関し知り得た

情報の目的外利用・提供

総務大臣が指定する

グループ内の事業者

（特定関係法人※）に限定

＜対象事業者＞

① ［固定通信市場］ アクセス回線シェアが５０％を超える電気通信事業者（一種指定事業者）： ＮＴＴ東西

② ［移動通信市場］ 二種指定事業者（端末シェア１０％超）のうち、収益シェア４０％超等の者： ＮＴＴドコモ

※ 東日本電信電話株式会社、西日本電信電話株式会社、エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社、エヌ・ティ・ティ・ブロードバンドプラットフォーム株式会社
株式会社エヌ・ティ･ティ エムイー、株式会社ＮＴＴぷらら、株式会社エヌ・ティ・ティピー・シーコミュニケーションズ、エヌ・ティ・ティ・メディアサプライ株式会社

＜ＮＴＴ東西に対する禁止行為の内容＞

＜ＮＴＴドコモに対する禁止行為の内容＞

第一種指定電気通信設備制度（固定系）

行為規制

■特定業務以外への情報流用の禁止
■各事業者の公平な取扱い
■製造業者等への不当な規律・干渉の禁止
■特定関係事業者との間のファイアウォール
■設備部門と営業部門との間の機能分離
■委託先子会社への必要かつ適切な監督

■電気通信
事業会計の
整理義務

指定要件

都道府県ごとに
50％超のシェアを占める加入者回線を有すること

ＮＴＴを指定（９７年）
（その後、再編に伴いＮＴＴ東日本・西日本を改めて指定（０１年））

指定対象設備

加入者回線及びこれと一体として設置される電気通信設備で
あって、他の電気通信事業者との接続が利用者の利便の向上
及び電気通信の総合的かつ合理的な発達に欠くことができない
電気通信設備

接続関連規制

■接続約款（接続料・接続条件）の認可制

■接続会計の整理義務

■網機能提供計画の届出・公表義務

利用者料金
関連規制

指定電気通信役務
（第一種指定電気通信設備により提供される

役務であって、他の事業者による代替的な
サービスが十分に提供されないもの）

特定電気通信役務
（指定電気通信役務のうち、利用者の利

益に及ぼす影響が大きいもの）

■契約約款の届出制
■電気通信事業会計の

整理義務

■プライスキャップ規制

第二種指定電気通信設備制度（移動系）

業務区域ごとに10％超（当初は25％超）の端末シェアを占める
伝送路設備を有すること

ＮＴＴドコモ（02年）、ＫＤＤＩ（05年）、沖縄セルラー（02年）、
ソフトバンク（12年）を指定

基地局や交換機等、移動体通信役務を提供するために設置さ
れる電気通信設備であって、他の電気通信事業者との適正か
つ円滑な接続を確保すべき電気通信設備

■接続約款（接続料・接続条件）の届出制

■特定業務以外への情報流用の禁止
■グループ内事業者の不当な優遇の禁止

更に、収益ベースのシェアが25％を超える場合に
個別に指定された者に対する規制

ＮＴＴドコモ（０２年）を指定

■電気通信
事業会計の
整理義務

■接続会計の整理義務

卸関連規制 ■卸電気通信役務の届出制 ■卸電気通信役務の届出制

2-5 指定電気通信設備制度の枠組み
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第二種指定電気通信設備の指定内容第一種指定電気通信設備の指定内容

交

換

設

備

１. 特定移動端末設備と接続される伝送路設備を直接収容するもの（第二種指

定端末系交換設備）

２. 第二種指定端末系交換設備以外の交換設備であって業務区域内における

特定移動端末設備との通信を行うもの（第二種指定中継系交換設備）

ルータにあっては、ルータを設置する電気通信事業者が提供するインター

ネット接続サービスに用いられるもののうち、当該インターネット接続サービス

に用いられる顧客のデータベースへの振り分け機能を有するものは除く。

伝

送

路

設

備

３. 第二種指定中継系交換設備の交換設備相互間に設置される伝送路設備

４. 特定移動端末設備へ電波を送り、又は特定移動端末設備から電波を受け

る無線局の無線設備（第二種指定端末系無線基地局）

５. 第二種指定端末系無線基地局と、第二種指定端末系交換設備が設置され

ている建物（第二種指定端末系交換局）との間に設置される伝送路設備

６. 第二種指定端末系交換局と、第二種指定中継系交換設備が設置されてい

る建物との間に設置される伝送路設備

そ

の

他

７. 信号用伝送路設備及び信号用中継交換機

８. 携帯電話の端末の認証等を行うために用いられるサービス制御局

９. 他の電気通信事業者の電気通信設備と１.~８．に掲げる電気通信設備との

間に設置される伝送路設備

（３.~８.に掲げるものを除く。）

2-6 指定電気通信設備の範囲

・ 現行制度は、オープン化の対象となる具体的な設備を、実現される機能を念頭に置きつつ指定。
・ 平成２０年７月７日、ＮＧＮ及びひかり電話網を第一種指定電気通信設備の対象化。
・ 平成２２年１月８日、戸建て向け光信号用の屋内配線設備を第一種指定電気通信設備の対象化。

【参考】 第一種指定電気通信設備の範囲（概念図）

※ＤＳＬＡＭ、ＤＳＬ用スプリッタを除く

番号案内用
データベース

番号案内用
交換機

公衆電話

相互接続点

収容局－中継局

間伝送路

FTTH
ユーザ

収容局間

伝送路

信号用
中継交換機

信号用伝送路

ドライカッパ
ﾗｲﾝｼｪｱﾘﾝｸﾞ

中継交換機

ＮＧＮ

ＰＳＴＮ網

ひかり
電話網

局内装置

銅線
光ファイバ

（ﾀﾞｰｸﾌｧｲﾊﾞ）

地域ＩＰ網

中継ダーク
ファイバ

ADSL
ユーザ

※

収容局
（ＧＣ）

中継局（ＩＣ）

ＩＰ電話用
収容ルータ

関門系
ルータ

ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ
変換装置

SIP
サーバ

専用線
伝送路

他事業者
接続用ＳＷ

光ファイバ
（ﾀﾞｰｸﾌｧｲﾊﾞ）

SIP
サーバ

イーサ
ユーザ

FTTH
ユーザ

局内装置

関門
交換機

中継
ルータ

ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ
変換装置網終端装置

中継
ルータ

中継
ルータ

中継
ＳＷ

網終端
装置

収容
ＳＷ

専
用
線
網

専用線
伝送路

専用線
ﾉｰﾄﾞ装置

専用加入者線装置
モジュール

引込線
屋内配線

引込線

屋内配線
引込線

屋内配線

中継
ルータ

収容
ルータ

収容
ルータ

※

加入者交換機

収容局
（ＧＣ）
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【参考】 第二種指定電気通信設備の範囲（概念図）

第二種指定端
末系交換局

第二種指定
中継系交換局

共通線信号網

第
二
種
指
定
端
末
系

無
線
基
地
局

相互接続点

サービス制御局

他事業者電話網

インターネット網

第二種指定端末系
伝送路設備

第
二
種
指
定
端
末
系

交
換
等
設
備

第
二
種
指
定
中
継
系

交
換
等
設
備

第二種指定中継系
伝送路設備

第
二
種
指
定
中
継
系

交
換
等
設
備

第二種指定中継系
伝送路設備

第二種指定電気
通信設備の範囲

（例）
 電気通信設備を損傷し、又はその機能に障害

を与えるおそれがあるとき（逐条解説）

 請求された接続により、請求を受けた者の提供
する電気通信役務について適切な品質の保持
が困難となるとき（逐条解説）

 ＭＮＯがＭＶＮＯの接続の申込みに応じること
により、当該ＭＶＮＯのシステムが当該ＭＮＯの
ＨＬＲ等のシステムを損傷するおそれがあると認
められる合理的な理由が存在する場合（ＭＶＮ
Ｏ事業化ガイドライン）

 ＭＮＯがＭＶＮＯへ課金情報を提供する際に、
当該ＭＮＯの利用者の個人情報等が当該ＭＶ
ＮＯから外部に流出するおそれがあると認めら
れる合理的な理由が存在する場合（ＭＶＮＯ事
業化ガイドライン）

 ＭＮＯがＭＶＮＯの接続の申込みに応じる結果、
当該ＭＮＯにおける周波数の不足等により当該
ＭＮＯの利用者への電気通信役務の円滑な提
供に支障を来すおそれがあると認められる合理
的な理由が存在する場合（ＭＶＮＯ事業化ガイ
ドライン）

（例）
 請求者の役務と需要を共通としているた

め、請求を受けた者において電気通信回
線設備の保持が経営上困難になる等、
経営に著しい支障が生じるとき（逐条解
説）

 接続を拒否するためには、客観的な事実
に基づいて、当該接続により相当程度の
利益の損失が発生することを合理的に説
明できなければならない（電気通信事業
紛争処理委員会答申（平成22年７月８
日））

（例）
 請求者の運転資本等や、期待される短期的な収益、予

定される資金調達を考慮しても、請求者が接続に関し
負担すべき金額や、接続に関し負担すべき金額の支
払いを怠るおそれを払拭するための預託金の金額を支
払うことができると判断することはできない場合は、接続
拒否事由にあたる（電気通信事業紛争処理委員会答
申（平成22年７月８日））

電気通信役務の円滑な提供に支障
が生ずるおそれがあるとき

（法第32条第１号）

電気通信事業者の利益を不当
に害するおそれがあるとき

（法第32条第２号）
接続に関し負担すべき金額の支払いを怠り又は

怠るおそれがあるとき

（施行規則第23条第１号）

接続に応ずるための電気通信回線設備の設置又は改修
が技術的又は経済的に著しく困難であるとき

（施行規則第23条第２号）

（例）
 ＭＶＮＯが申し込んだ接続形態を実現するためにＭＮ

Ｏ側において要するシステム改修等の程度が著しく過
大であり、当該システム改修に要する費用の回収が見
込めないと認められる合理的な理由が存在する場合
（ＭＶＮＯ事業化ガイドライン）

その他、総務省令で定める正当な理由
があるとき

（法第32条第３号）

◎接続義務
電気通信事業では、各事業者のネットワークを様々な形で相互接続することによって、利用者が多様なサー

ビスを享受できることから、ネットワークを保有している全ての事業者に対して、以下のような場合（接続拒否事
由）を除き、他事業者からの接続の請求に応諾しなければならない。（電気通信事業法第32条）

2-7 接続義務・接続拒否事由
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携帯電話事業者Aの

携帯電話網

携帯電話事業者Ｂの

携帯電話網

事業者Ａの
ユーザ（ａ）

事業者Ｂの
ユーザ（ｂ）

携帯電話の例

（ａ）から（ｂ）の通信の場合、事業者Ａは、事業者Ｂの携帯電話網の賃借料（接続料）を支払う

事業者Ｘの固定

ブロードバンド網

事業者Ｙの固定
ブロードバンド網

事業者Ｘの
ユーザ（ｘ）

事業者Ｙの
ユーザ（ｙ）

固定ブロードバンドの例

（ｘ）から（ｙ）の通信の場合、事業者Ｘは、事業者Ｙの固定ブロードバンド網の賃借料（接続料）を支払う（赤字部分）
さらに、固定ブロードバンドの場合、事業者Ｙの加入光ファイバやメタル回線を賃借する（接続料を支払う）ケースもあり（青字部分）

接続

接続

接続料

接続料

接続料

事業者Ｙの
光ファイバ等

接続

【参考】 電気通信事業分野における接続

接続料算定方法の一覧

算定方式 算定概要 主な対象機能

長期増分費用方式

（ＬＲＩＣ方式）

‣ 仮想的に構築された最も効率的なネットワークモデル
（ＬＲＩＣモデル）に基づき算定

‣ 電話網
（加入者交換機能、中継交換機能 等）

実際費用方式

将来原価
方式

‣ 新規かつ相当の需要増加が見込まれるサービスに係
る設備に適用

‣ 原則５年以内の予測需要・費用に基づき算定

‣ＮＧＮ
（端末系ルータ交換機能、一般中継系ルータ

交換伝送機能、関門系ルータ交換機能 等）
‣加入者回線（光ファイバ）

実績原価
方式

‣ 前々年度の実績需要・費用に基づき算定
‣ 直近の実績に基づき接続料を算定した上で、適用年度
実績との乖離分については「調整額」として次期接続料
原価に算入

‣ 加入者回線（銅線）
‣ 中継光ファイバ回線
‣ 専用線
‣ 公衆電話 等

小売マイナス方式

（キャリアズレート）

‣ 小売料金から営業費相当分を控除したものを接続料と
する

‣ ＩＳＤＮ加入者回線（ＩＮＳ１５００）
‣ 専用線

2-8 ＮＴＴ東西の接続料の算定方式
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2-9 長期増分費用方式に基づく接続料の推移

GC(Group unit Center)接続料：ＮＴＴ東西以外の通信事業者が、ＮＴＴ東西の固定電話網と加入者交換機で相互接続する際に支払う接続料
IC(Intrazone tandem Center)接続料：ＮＴＴ東西以外の通信事業者が、ＮＴＴ東西の固定電話網と中継交換機で接続する際に支払う接続料

①シェアドアクセス方式

②シングルスター方式

き線点

2,953円（NTT東） 3,159円（NTT西）

※平成29年度適用接続料（月額）

(1端末回線（ＦＴＭ含む）ごと)

局外
スプリッタ

局
内
ス
プ
リ
ッ
タ

8分岐

4分岐

他事業者
ＩＰ網

ＦＴＭ※１

１芯の光ファ
イバを最大８
ユーザで共用

主端末回線

分岐端末回線

き線点

管路、とう道

Ｇ
Ｅ―

Ｏ
Ｌ
Ｔ

Ｏ
Ｎ
Ｕ

接続事業者設置

メディア
コンバータ※２

（１００Ｍ）

他事業者
ＩＰ網

ＦＴＭ※１加入ダーク
ファイバ

管路、とう道

接続事業者設置

ＮＴＴ東西設置

ＮＴＴ東西局舎

メディア
コンバータ

※２

※１ 加入者光ファイバー終端モジュール ※２ 光信号と電気信号を変換する装置。

Ｏ
Ｓ
Ｕ

421円（NTT東）
499円（NTT西）

2,490円（NTT東） 2,553円（NTT西）
261円（NTT東）
230円（NTT西）

(1局内スプリッタごと)(1主端末回線(局外スプリッタ・ＦＴＭ含む)ごと)(1分岐端末回線ごと。ＮＴＴ東西の屋内配線と一体として利用する場合。)

加入光ファイバは、現在、次の２つの方式により提供。

①戸建て向け（シェアドアクセス方式、局外スプリッタにおいて８分岐し、分岐端末回線と接続する方式）

②集合住宅向け（シングルスター方式、加入ダークファイバに接続する方式）

2-10 加入光ファイバの接続料
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他事業者が自ら設置他事業者が接続料を支払って、ＮＴＴ東西の加入光ファイバを利用

多くのユーザを獲得することにより、ユーザ当たりの
主端末回線コストを抑制することができる。

Ｏ
Ｌ
Ｔ

管路・とう道

ＮＴＴ局舎

光配線盤

局
内
ス
プ
リ
ッ
タ

４分岐

分岐端末回線
（引込線）

主端末回線
局外

スプリッタ

１芯の光ファイバ（主端末回線）を最大８ユーザで共用

き線点

ＯＳＵ

Ｏ
Ｎ
Ｕ

光屋内配線加算額 光信号分岐端末回線 回線管理運営費 光信号主端末回線 局内SP GE-OLT

189円/分岐端末回線 421円/分岐端末回線 54円/分岐端末回線 2,490円/主端末回線 261円/1局内SP 1,402円/1OSU(1Gbps)

他事業
者

ＩＰ網

ISP
網

収容数
ユーザ当たり

接続料
収容数

ユーザ当たり
接続料

1 3,154円 5 1,162円

2 1,909円 6 1,079円

3 1,494円 7 1,020円

4 1,287円 8 975円

【収容数別に見たユーザ当たり接続料 (月額)】

相互接続点
相互接続点

ONU:Optical Network Unit （光回線終端装置）
OSU:Optical Subscriber Unit （光回線伝送装置：ONUと対向して光信号を伝送する装置）

○ ＮＴＴ東西のシェアドアクセス方式（※）の加入光ファイバを他事業者が利用する場合、ＮＴＴ局
舎内の装置（ＯＳＵ）やユーザ宅内の装置（ＯＮＵ）を当該事業者が設置・専有することが前提となる
ため、装置間にある光ファイバについても当該事業者が専用することが必要。

※ 設備効率を高めるため、ネットワークの途中にスプリッタを挿入して一芯の加入光ファイバを最大８ユーザで共用する方式。

最大８分岐

ＮＴＴ東日本：Ｈ29年度適用接続料（月額）

○ このため、ＮＴＴ東西は、現在、加入光ファイバを他事業者が利用する場合の接続料について、
専用する設備の需要量に応じて、すなわち、主端末回線については主端末回線の芯線数を単
位として設定（「芯線単位接続料」）。

【参考】 シェアドアクセス方式における「芯線単位接続料」

※１ シングルスター及びシェアドアクセスの接続料は、７年間(H13年度～H19年度)、３年間(H20年度～H22年度)、(H23年度～H25年度)、（H26年度～H28年度）、４年間（H28年
度～H31年度）を算定期間とする将来原価方式により算定。

※２ シェアドアクセスについては局外スプリッタ料金（H18年度までは将来原価方式、H19年度以降は実績原価方式で算定）を含み、引込線料金（加算料）を含まない。
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ＮＴＴ東日本

（シングルスター方式）
5,074 5,074 5,074 5,074 5,074 5,074 5,074 4,610 4,610 4,610 4,194 3,403 3,203 3,159 3,292 3,163 2,953

ＮＴＴ西日本

（シングルスター方式）
5,074 5,074 5,074 5,074 5,074 5,074 5,074 4,932 4,932 4,932 4,784 4,357 3,220 3,206 3,353 3,302 3,159

ＮＴＴ東日本

（シェアドアクセス方式）
5,020 5,020 5,020 5,020 5,020 5,020 4,576 4,260 4,240 4,179 3,756 3,013 2,835 2,808 2,929 2,673 2,490

ＮＴＴ西日本

（シェアドアクセス方式）
4,987 4,987 4,987 4,987 4,987 4,987 4,587 4,522 4,493 4,368 4,298 3,846 2,882 2,847 2,947 2,675 2,553
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NTT東日本
（シェアドアクセス方式）

NTT西日本
（シングルスター方式）

2-11 加入光ファイバ接続料の推移

NTT東日本
（シングルスター方式）NTT西日本

（シェアドアクセス方式）
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音声接続料（区域内）の推移（1秒当たり） データ接続料の推移（10Mbps当たり・月額）
（単位：円） （単位：万円）

2-12 モバイル接続料の推移
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＊ 各実績年度に基づく接続料は、概ね実績年度の翌年度末に届出がなされ、原則、各実績年度の翌年度期首以降の接続協定に関して遡及精算される。ただし、2013年度以降
の実績に基づくデータ接続料は各実績年度の翌年度ではなく、当該年度の期首以降の接続協定に関して遡及精算される。従って、2014年度の接続協定は、最終的に、2013年
度実績に基づく音声接続料及び2014年度実績に基づくデータ接続料で精算される。

※1 2014年度の接続料は、2016年5月の第二種指定電気通信設備接続料規則施行後の届出値。
※2 2017年2月に施行された第二種指定電気通信設備接続料規則及び電気通信事業法施行規則の一部を改正する省令に基づき、利潤の算定方法が変更された。
※3 2015年4月1日にワイモバイルがソフトバンクに吸収されたため、2015年実績値にはワイモバイルの値も含まれている。また、2015年度算定期間からソフトバンクは区域内外

の区別を廃止した。変化率は前年度の区域内接続料との比較。

概 要

卸役務

一方の電気通信事業者が、利用者としての立場で、他方の電気
通信事業者から電気通信役務の提供を受け、前者が、利用者に
対し、これを再販する方式

提供/接続
に係る義務

■どの役務を提供するかは事業者間で決定
■役務提供義務なし（※１）
■不当な差別的取扱いは業務改善命令や禁止行為規制の対象

料金・条件
に係る義務

■相対取引により個別に契約を締結することが可能（※２）

ユーザ

Ａ社による電気通信役務

※１ ただし、認定電気通信事業者については、正当な理由がなければ、当該事業に係る役務提供を拒んではならない（電気通信事業法第121条）。
※２ ただし、卸役務が指定電気通信役務に該当する場合、保障契約約款の事前届出が必要（電気通信事業法第20条）。

接続方式

自らの電気通信設備と他の電気通信事業者の電気通信設備を
相互に接続し、それぞれの事業者が、利用者に対し、自らの電
気通信設備に係る電気通信役務を提供する方式

■提供すべき機能（接続機能）は総務省令で規定
■接続応諾義務あり
■不当な差別的取扱いは業務改善命令の対象

■一種指定事業者の場合

認可を受けた接続約款に基づき協定を締結することが必要

Ｂ社の役務区間 Ａ社の役務区間

相互接続点
（ＰＯＩ）

サーバ等

ユーザ

当事者による選択が可能

Ａ社の役務区間

相互接続点
（ＰＯＩ）

加入光ファイバ等
Ｏ
Ｎ
Ｕ

Ｏ
Ｓ
Ｕ

インター
ネット

サーバ等

Ｂ社 Ａ社

Ｏ
Ｎ
Ｕ

Ｏ
Ｓ
Ｕ

インター
ネット

加入光ファイバ等

Ａ社

卸電気通信役務

・ 加入光ファイバの利用形態としては、電気通信事業法上は「接続」と「卸役務」のいずれかの方式を当事者が任意に選択
可能。

・ 「接続」を利用する方式の場合、接続事業者は、総務大臣の認可を受けた接続約款に基づき、一律に適用される接続料・

接続条件で接続協定を締結することが可能。他方、それ以外の接続料・接続条件では接続協定を締結できない。

・ 「卸役務」を利用する方式の場合、事業者間で個別に設定した料金等により、柔軟にネットワークの提供を受けることが

可能。

2-13 卸電気通信役務と接続の違い
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・ＮＴＴ東西の光回線の卸売サービス（「サービス卸」）の料金等（工事費、手続費等を含む。）について、自己の関係事

業者のみを対象とした割引料金の設定など、特定の卸先事業者のみを合理的な理由なく有利に取り扱うこと

ＮＴＴ東西の光回線の卸売サービスに関する電気通信事業法の適用関係を明確化することにより、公正な競争環境

を確保するとともに、行政運営に関する予見可能性を高めることを目的として、ガイドラインを策定（2015年２月）。

2-14 NTT東西の光回線の卸売サービスに関するガイドラインの概要

電気通信事業法上問題となり得る行為に関するガイドラインの主な記載

卸提供事業者（NTT東西）が行う行為

・「サービス卸」の料金等（工事費、手続費等を含む。）について、実質的に特定の卸先事業者に適用が限定されること

が明らかなような大口割引を行うこと

・「サービス卸」を活用し固定通信サービスとモバイルサービスをセット提供・セット割引をする場合において、競争阻害

的な料金設定や過度のキャッシュバックなどの行為により、卸役務に係る需要を共通とする電気通信回線設備を

設置する競争事業者（ＣＡＴＶ事業者等）の設備の保持が経営上困難となるおそれを生じさせること

卸先事業者が行う行為

・（市場支配的事業者である）ＮＴＴドコモが、「サービス卸」を活用する際、合理的な理由なく、（ＮＴＴ東西の提供す

るサービス卸のみとの）排他的な組み合わせで、自己が提供する他のサービス（モバイルサービスなど）との割引

サービスを提供すること

2-15 ＭＶＮＯ事業化ガイドラインの概要

MVNO事業化ガイドライン※の概要

 MVNOの事業開始に必要な手続

 MVNOの事業計画等に係る聴取範囲の明確化

 MVNOは、事業を営もうとする場合、電気通信事業法に基づき、
登録又は届出が必要

 MVNOとMNOとの間の関係

 MVNOが利用者にサービスを提供する場合、MVNOが利用者料
金を設定することが可能

 MVNOのネットワーク調達の際の設備の使用料（接続料）は、従
量制課金のほか、回線容量単位（帯域幅）の課金方式を採用す
ることも可能

 MNOは一元的な窓口（コンタクトポイント）を設け、MVNOとの協
議を適正・円滑に行う体制を整備することが望ましい

 MVNOの競争上の地位を守るため、MNOネットワーク提供に当
たって必要となるMVNOの事業計画等の聴取について、聴取
可能な範囲を例示列挙

 無線ネットワークの輻輳対策については、MVNOとMNOとの十分
な協議や、MVNOに対する必要な情報提供が求められる

 MNOにおけるコンタクトポイントの明確化

 ネットワークの輻輳対策

 協議が調わなかった場合の手続

 MVNOとMNOとのネットワーク調達の協議が調わなかった場合は、
総務大臣による協議命令・裁定制度や、電気通信紛争処理委員
会によるあっせん・仲裁制度の利用が可能

 MVNOによる端末の調達

 MVNOは、自ら端末を調達し、MNOのネットワークにおける端末の
適切な運用を求めることが可能

 MVNOと利用者との間の関係

 MVNOが利用者の個人情報を取り扱う際は、個人情報保護法や通
信の秘密の規定の遵守が必要

 MVNOは、利用者に対する料金等の提供条件の説明や、苦情等に
対する適切な処理が必要

 MVNOは、無線局を自ら開設しないことから、電波法に基づく無
線局免許の申請等の手続は不要

※MVNOに係る電気通信事業法及び電波法の適用関係に関するガイドライン
（2002年策定、2017年最終改定。今後も必要に応じて改定を実施。）

 契約数等の報告
 契約数が３万以上であるMVNO及びMNOであるMVNOは、毎四半

期ごとに契約数等の報告が必要

・ 電波の有限希少性により新規参入に制約のあるモバイル市場においては、既存の携帯電話事業者（MNO）か
ら無線ネットワークを調達してサービスを提供するMVNOの新規参入を促し、モバイル事業者間の競争を進展
させることが重要。
・ このため、MVNOの参入手続などMVNOの事業展開を図る上で必要となる法令を解説するガイドラインの策
定・見直しや、ネットワーク調達に関する規律の見直しなどを通じて、MVNOの新規参入を促進。
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１ ガイドラインの目的・対象

● 接続協定は双方の合意のみで効力を生じることが原則であり、合意を円滑に形成するため、接続料及び接続条件に関し当
事者間で十分な協議が行われることが望ましい。

● 他方、近年の競争環境の変化やネットワークの複雑化・多様化を背景とし、当事者間で接続料等について十分な協議がなさ
れないまま接続協定が締結又は変更される事例や、事後的な紛争手段に移行するケースも生じている。事業者間協議による
合意形成が円滑になされない場合、公正競争の確保が十分になされないおそれや、利用者利便が損なわれる可能性がある。

● 本ガイドラインは、以上の考え方や事業法第３２条の趣旨を踏まえ、電気通信事業者間におけるネットワークの接続に関し、
事業者間協議における接続料の算定根拠等の情報開示に係る考え方等を明確化するもの。これにより、協議における予見
可能性を高め、事業者間協議の円滑化を図り、もって電気通信市場における公正競争を促進するとともに利用者利便の増進
を図ることを目的とする。

● 本ガイドラインは、新たな規制の導入を意図するものではない。また、従前より事業者間協議が円滑に行われていた場合に
ついてまで、従前の協議の方法の変更を求めるものではない。

● 本ガイドラインは、全事業者を対象とし、接続に係る事業者間協議を実施する際の指針を示すもの。ただし、携帯電話事業
者の接続料に係る協議及び移動通信事業者とＭＶＮＯの間の協議については「ＭＶＮＯに係る電気通信事業法及び電波法の
適用関係に関するガイドライン」を併せて参照。

２ 事業者間協議のプロセス

● 接続に係る協議に対応するための窓口を明確化し、これを対外的に公表するとともに、接続事業者からの問合せや接続に
係る協議の申込等に対して遅滞なく対応することが望ましい。

● 接続協定を締結又は変更しようとする場合、十分な協議が可能な期間を確保して事業者間協議を開始することが望ましい。

● 事業者間協議に当たり、接続料の水準が争点となった場合には、算定に当たっての考え方、算定方法や算定根拠について
協議を実施すること等が考えられる。

2-16 「事業者間協議の円滑化に関するガイドライン」（2012年7月策定）の概要①

４ 接続に必要なシステム開発等

３ 双務的な接続料の算定根拠に係る情報開示

● 双務的な接続形態に係る接続料についての協議に当たっては、算定根拠に係る情報開示の程度について、両当事者の間
で合理的な理由なく差が生じないよう留意することが適当。

● 上記のような接続形態において、一方の事業者が他方の事業者と異なる水準の接続料を設定する場合であって、接続料の
水準について十分な合意が成立しない場合には、当該水準の接続料を設定する理由について、算定根拠に係る情報を一定
程度開示しつつ説明するとともに、協議を行う事が望ましい。

● 指定事業者についても、接続約款の認可又は届出の手続を経たことをもって、直ちに接続事業者に対する接続料の算定根
拠に関する説明が不要となるものではない。

６ その他

● 総務省は、今後、必要に応じてガイドラインの見直しを行う。

５ 協議が調わなかった場合の手続

● 接続に必要なシステム開発・更改に当たっては、当事者間の協議を踏まえて機能や仕様、コスト負担の方法を決めることが
望ましい。

● 接続に必要なシステムのうち、コストの負担、仕様、業務フローへの影響等の点で接続事業者に対する影響が特に大きいと
予想されるものについては、開発・更改に着手する前に当事者間で十分な協議を行い、可能な限り各当事者の意見を聴取す
ること等が適当。

● 事業者は、接続協定の安定的な運用に努めることが望ましいものの、協議が調わなかった場合、当事者は法令の定める紛
争処理スキーム（総務大臣による協議命令・裁定及び電気通信紛争処理委員会によるあっせん・仲裁）を利用することが可能。

2-16  「事業者間協議の円滑化に関するガイドライン」（2012年7月策定）の概要②
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○ 「接続料の算定に関する研究会」第一次報告書（※）を踏まえ、電気通信事業者間の電気通信設備の接続等に係る金
額に関する交渉の円滑化のため、「接続等に関し取得・負担すべき金額に関する裁定方針」を策定。（平成30年１月）

2-17  接続等に関し取得・負担すべき金額に関する裁定方針の概要

電気通信事業者の電気通信設備との接続に関し、当事者が取得し、又は負担すべき金額（以下「金額」という。）について当
事者間の協議が調わないときは、電気通信事業法（昭和59年法律第86号。以下「法」という。）第35条第３項又は第４項の規
定により、当事者の一方又は双方は、総務大臣の裁定を申請することができることとされている。このような申請を受理したと
きは、総務省では、次の方針を基本として裁定を行うこととする。

１． 金額※については、当事者間で別段の合意がない場合には、市場における競争状況等を勘案し、能率的な経営の下にお
ける適正な原価に適正な利潤を加えたものを基本とする。
※ 認可された接続料等を除く。

２． １．の原価等の算定のため、接続に関して生じる費用等、算定根拠となるようなデータの提供を関係当事者に対して求め
ることとする。

３． ２．において有効と認められるデータの提供が行われない場合には、１．の原価等の算定のために、近似的に、例えば長
期増分費用モデル等により、他の費用等を用いることとする。

（注） 卸電気通信役務の提供又は電気通信設備若しくは電気通信設備設置用工作物の共用に係る金額に関して、当事者
間の協議が調わないとして、法第38条第２項又は第39条において準用する法第35条第３項又は第４項の規定に基づき
裁定の申請があったときも、１．から３．までに準じて対応することとする。

（※）同研究会では、NTT東日本・西日本から、同社の固定電話接続料と他社の接続料の格差が年々拡大しており、他社の固定電話接続料の水準についても
適正性・透明性が確保されるべきであり、裁定基準を設けるべき旨の意見が示され、報告書では、「接続料の水準の決め方は、事業者間で合意が可能であ
れば、様々な決め方があり得るところではあるが、事業者間で別段の合意がなければ、かかった費用を回収するコスト主義の考え方が効率的であり、したがっ
て、第一次的に検討されるものであるから、総務大臣の裁定基準としてこの考え方を示し、裁定手続ではコストに基づく算定根拠の提示が求められることを示
すことで、協議の円滑化を期待することができる。」とした。

【参考】  固定電話のＩＰ網への移行

NTT東西の
ＩＰ網（ＮＧＮ）

NTT東西の
ＰＳＴＮ

中継交換機

ア
ク
セ
ス
回
線

コ
ア
網ᷫ

中
継
網
ᷬ

［主なサービス］ （NTT東西のシェア）

●加入電話
●ＩＳＤＮ電話

［主なサービス］ （NTT東西のシェア）

●光ＩＰ電話 ：約５６％
●光ブロードバンド(FTTH) ：約６９％

収容ルータ

ＳＩＰサーバ

中継ルータ

信号交換機

加入者交換機

NTT東西の
ＩＰ網（ＮＧＮ）

［主なサービス］

●メタルＩＰ電話

収容ルータ

ＳＩＰサーバ

（旧加入者交換機）

中継ルータ
新たに
「メタルＩＰ電話」
を提供

変換
装置

メタル収容装置

NTTは、「アクセス回線」については、「メタル回線」を維持し、
加入者交換機を「メタル収容装置」として利用することを表明

［主なサービス］

●光ＩＰ電話
●光ブロードバンド(FTTH)

現在 移行後（2025年頃）

：約９０％

メタル回線
（NTT東西のシェア：９９．８％）

光ファイバ回線
（NTT東西のシェア：77％）

「光ＩＰ電話」

メタル回線 光ファイバ回線

 ＮＴＴは、「加入電話」の契約数等が減少し、２０２５年頃に中継交換機等が維持限界を迎えること

を踏まえ、２０１５年１１月、ＰＳＴＮをＩＰ網に移行する構想を発表。

 ＮＴＴの固定通信網は、我が国の基幹的な通信インフラであり、現行の様々な制度の前提となっ

ているため、２０１６年２月、審議会に諮問し、昨年９月に二次答申。
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2-18  「固定電話網の円滑な移行の在り方」二次答申の概要①

現在の
加入電話

メタル
IP電話

基本
料

(3級局)

(住宅用) 1700円

現状と同額
(事務用) 2500円

通話
料

(3分あたり)

(市内) 8.5円

全国一律

8.5円
(県内) 20～40円

(距離別)

(県外) 20～80円
(距離別)

現在の
加入電話

メタル
IP電話

設備の
技術基準

・通話･接続品質

・局給電機能

・損壊･故障対策

・災害時優先通
信

・緊急通報

等

・通話･接続品質

・局給電機能

・損壊･故障対策

・災害時優先通信

・緊急通報

等

＜料金＞ ＜品質・信頼性＞

 メタルＩＰ電話の料金と品質・信頼性は、現在の加入電話と同等水準を維持。

 メタルＩＰ電話は、現在の加入電話と同様に、ユニバーサルサービスの対象と位置づける。

● 料金、品質・信頼性

サービス移行
（一斉切替）

設備移行
（段階的に接続）

事業者の
事前準備
（開発・検証）

２０２１年１月

移行完了

２０２４年１月 ２０２５年１月

（遅くとも2022年1月）

利用者への契約

切替等の周知

新契約による
メタルＩＰ電話の提供

事業者の事前準備
（提供条件の詳細、利用者対応の検討）

事業者のＩＰ網同士の接続が
段階的に実現

メタル電話から
メタルＩＰ電話
への設備切替

現在
（2017年）

技術基準・
番号管理等
の制度整備

技術基準・
番号管理等
の制度整備

移行に伴う利
用者保護ルー
ルの整備

移行に伴う利
用者保護ルー
ルの整備

設備移行

サービス移行

 事業者の事前準備を経て、２０２１年１月から「設備移行」（事業者のＩＰ網同士を段階的に接続）を開始。

 ２０２４年１月にメタル電話からメタルＩＰ電話への「サービス移行」（契約の一斉切替）を実施。２０２５年１月に移

行完了。

● IP網への移行工程・スケジュール

2-18  「固定電話網の円滑な移行の在り方」二次答申の概要②
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現在の緊急通報の機能 IP網への移行後

加入電話 回線保留
メタルIP

電話
コールバック

（５機能を具備）

携帯電話
コールバック
（５機能なし）

携帯電話
コールバック

（５機能の具備
を検討）

110番
923万件

固定
電話発

（加入電話+IP電話）
30.1%

携帯
電話等発
69.9%

119番
825万件

加入
電話発
37.6%

携帯
電話発
38.6%

IP電話等発
23.8%

（参考）緊急通報の件数・発信元内
訳

（2015年）

 緊急機関（警察・消防・海保）と通報者の「回線保留」を実現しているＰＳＴＮの機能は、メタルＩＰ電話では、緊急

機関からのコールバックに「通報者とつながりやすくなる５機能※」を具備することで代替。この機能は携帯電

話にも具備する方向で検討。

※ ５機能…①１１０/１１９/１１８番の通知、②転送機能の解除、③着信拒否機能の解除、④第三者との

通話を一定時間制限、⑤災害時の優先通信扱い

● 緊急通報の確保

出典：平成28年版警察白書
（警察庁）

出典：平成28年版消防白書
（消防庁）

（現在の固定電話の発着信） （IP網のみによる固定電話の発着信）

 現在は、ＮＴＴの交換機が利用者に割り当てた番号を管理し、番号ポータビリティはＮＴＴのメタル電話からの

「片方向」のみ対応。

 ＩＰ網への移行後は、全ての事業者がＩＰ化に対応した番号の管理・所在の確認のシステムを構築するとともに、

固定電話においても携帯電話と同様に「双方向番号ポータビリティ」を実現。

● 電気通信番号の管理の在り方

「双方向番号
ポータビリティ」
を導入

メタル
IP電話

A社 B社

NTTのIP網

番号DB

番号
DB

番号
DB

通話 DB間連携で
発信先番号
の確認

2-18  「固定電話網の円滑な移行の在り方」二次答申の概要③

2-18  「固定電話網の円滑な移行の在り方」二次答申の概要④
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 ユニバーサルサービス※としての固定電話の提供について、光ファイバや無線の活用を検討するため、論点

を整理。

※ 現在はアナログ電話、第一種公衆電話、これらから発信される緊急通報、アナログ電話提供事

業者による加入電話相当の光IP電話が対象。

● 技術の進展を踏まえたユニバーサルサービスとしての固定電話の効率的な確保

＜NTTが提案している多様なアクセス手段による音声通話の提供方法＞

 ＩＰ網同士の接続のための「繋ぐ機能ＰＯＩビル」環境の構築に向けた通信設備の技術基準及び提供スキー

ム※を整理。

※ 「Ｌ２スイッチ」の利用を要望する事業者（コンソーシアム）とＮＴＴ東西が「ＩＲＵ契約」（双方の合意なし

に破棄できない使用権）を締結し、ＮＴＴ東西が「Ｌ２スイッチ」を維持・管理・運用。

● 「繋ぐ機能POIビル」環境の確保

2-18  「固定電話網の円滑な移行の在り方」二次答申の概要⑤

2-18  「固定電話網の円滑な移行の在り方」二次答申の概要⑥
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 ２０２４年１月に終了を予定している「ＩＮＳネット(ディジタル通信モード)※」については、代替サービスへの移

行促進、利用者への周知等の対応状況を随時確認。

※ メタル回線を用い、電話やＦＡＸ、データ通信（例：インターネット）等を複数同時に利用できるディジタル信号伝送サービス

 こうした電気通信サービスが終了する場合に利用者保護が十分に図られるためのルールを導入。

● 移行に伴い終了するサービスへの対応・利用者保護

INSネットの概要

＜NTTのINSネット契約数＞
・NTTのINSネット：２３４万件（２０１７年３月末時点）

＜主な代替サービス（移行先）＞
○インターネット回線
○光ＩＰ電話を活用したデータ

通信サービス
○メタルＩＰ電話によるデータ通信
○無線サービス

（ＭＶＮＯのモバイル網）

コンテンツ配信事業、通信プラットフォーム事業等（電気通信事業法第164条第１項第３号）は、電気通信事業
法の適用除外（一部規定は適用）となる電気通信事業に該当 （≠電気通信事業者）。

非電気通信事業電気通信事業

① ②以外の事業

（携帯電話事業、FTTH事業等）

② 電気通信設備を用いて他人の通信を媒介する電気通信役
務以外の電気通信役務を電気通信回線設備を設置すること
なく提供する電気通信事業

（例）コンテンツ
配信事業者

電気通信回線設備は設置せ
ず、コンテンツ配信サーバの
みを設置して、自己と他人の

間の通信を実施
コンテンツ配信

電気通信事業法
の適用

■ 電気通信事業の登録・届出が必
要

■ 通信の秘密、検閲の禁止

■ 接続ルールの適用あり 等

紛争処理機能

電気通信事業者に該当 電気通信事業者に該当しない
電気通信事業者に

該当しない

■ 総務大臣の協議命令・裁定

■ 紛争処理委員会のあっせん・仲裁
等

■ 通信の秘密

■ 検閲の禁止

■ 禁止行為等規定適用事業者（ＮＴＴ東西・ドコモ）による業務への
不当な規律・干渉が禁止（保護対象）

①を営む者 ②を営む者

■ 電気通信事業

電気通信役務（電気通信設備を用い

て他人の通信を媒介し、その他電気通

信設備を他人の用に供することをい

う。）を他人の需要に応ずるために提

供する事業

電気通信事業法を改正し、コンテンツ配信事業者等と電気

通信事業者との間の紛争事案も対象に追加。

（平成23年６月から）

2-19 コンテンツ配信事業者等に係る紛争

2-18  「固定電話網の円滑な移行の在り方」二次答申の概要⑦
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● 電気通信設備（サーバ等）を用いて、天気予報やニュースなど
の情報データベースを構築し、その情報を、インターネットを経
由して利用者に提供するもの。

● 利用者（他人）の需要に応ずるためにインターネット経由での
情報送信（電気通信役務の提供）自体を目的として行っている
ことから、電気通信事業に該当するが、自己と他人（利用者）と
の間の通信であり、他人の通信を媒介していないと判断され
る。

【参考】電気通信事業法第164条第１項第３号に該当する電気通信事業の例

● 企業等から提供された製品ＰＲやイベント開催案内等に関す
る情報を元に電子メールマガジンを作成し、予め登録した購読
者等に対して送信するもの。

● 購読者（他人）の需要に応ずるためにインターネット経由での
情報送信（電気通信役務の提供）自体を目的として行っている
ことから電気通信事業に該当するが、企業等から提供された情
報を元に電子メールマガジンを作成して購読者に送信している
ことから、他人の通信を媒介していないと判断される。

● 広範なWebサイトのデータベースを構築し、検索語を含むＷｅｂ
サイトのＵＲＬ等を、インターネットを経由して利用者に提供する
もの（狭義のポータルサイト）。

● 自己と他人（利用者）との間の通信であり、他人の通信を媒介
していないと判断される。

● 労務管理や販売管理等を行うアプリケーションソフトウェアを
インストールしたサーバ等を設置して、インターネット等を経由
して当該ソフトを企業等に利用させるもの（狭義のＡＳＰサービ
ス）。

● 自己と他人（利用者）との間の通信であり、他人の通信を媒
介していないと判断される。

● インターネット経由で複数の店舗でネットショッピングを行うことができる「場」を提供するもの。

● 「場」の提供を行う場合であっても、サービスの一部として利用者間のメッセージの媒介を行う機能を提供している場合は、
他人の通信を媒介していると判断される。

 電気通信回線設備を設置せず、かつ、他人の通信を媒介しない電気通信事業（電気通信事業法第164条
第１項第３号に該当する電気通信事業）に該当する主な事例は以下のとおり。

（ただし、事業の内容（サービス提供の形態等）によっては異なる判断となる場合がある。）

電子メールマガジンの配信 各種情報のオンライン提供

Webサイトのオンライン検索

インターネット上のショッピングモール

ソフトウェアのオンライン提供
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３ 電波利用の動向

1. 我が国の電波の基本・利用形態

2. 携帯電話等への周波数割当て状況

3. 携帯電話等の発展

4. 第４世代移動通信システム（LTE－Advanced）

5. 第５世代移動通信システム（５Ｇ）の推進

6. 無線局開設等に係る紛争

3-1 我が国の電波の基本・利用形態

降雨で弱められる

ＦＭ放送(コミュニティ放送) マルチメディア放送
防災行政無線 消防無線 列車無線
警察無線 簡易無線 航空管制通信
無線呼出 アマチュア無線 コードレス電話

ＶＨＦ

船舶・航空機無線 短波放送
アマチュア無線

短 波

船舶通信 中波放送（ＡＭラジオ）
アマチュア無線 船舶･航空機用ビーコン

中 波 電波天文 衛星通信
簡易無線 レーダー

ミリ波船舶･航空機用ビーコン
標準電波

長 波

波長
周波数

超長波
ＶＬＦ

長 波
ＬＦ

中 波
ＭＦ

短波
ＨＦ

超短波
ＶＨＦ

極超短波
ＵＨＦ

マイクロ波
ＳＨＦ

ミリ波
ＥＨＦ

サブミリ波

10km
30kHz
(3万ﾍﾙﾂ)

1km
300kHz

(30万ﾍﾙﾂ）

100m
3MHz

(300万ﾍﾙﾂ)

10m
30MHz

(3千万ﾍﾙﾂ)

1m
300MHz
(3億ﾍﾙﾂ)

10cm
3GHz

(30億ﾍﾙﾂ)

1cm
30GHz

(300億ﾍﾙﾂ)

1mm
300GHz
(3千億ﾍﾙﾂ)

0.1mm
3000GHz
(3兆ﾍﾙﾂ)

100km
3kHz

(3千ﾍﾙﾂ)

利用技術の難易度

伝送できる情報量

電波の伝わり方

難しい

大きい

直進する

主な利用例

小さい

障害物の後ろに回り込む

易しい

船舶無線
（VHF他）

ラジオ
（中波、短波他）

電波時計
（長波）

衛星通信、
衛星放送

(BS/CS)
（マイクロ波他）

携帯電話
（700、800、900MHz、
1.5、1.7、2、3.5GHz）

携帯電話 ＰＨＳ ＭＣＡシステム
タクシー無線 ＴＶ放送 防災行政無線
移動体衛星通信 警察無線 簡易無線
レーダー RFID アマチュア無線
無線ＬＡＮ（2.4GHz帯） コードレス電話
ＩＳＭ機器

ＵＨＦ

固定間通信 放送番組中継
衛星通信 衛星放送
レーダー 電波天文･宇宙研究
携帯電話（3.5GHz帯）
無線ＬＡＮ（5GHz帯）
無線アクセスシステム(22,26,38GHz帯)
狭域通信システム(ETC) ＩＳＭ機器

マイクロ波

使いやすい帯域→需要大

主に携帯電話、放送、衛星通
信等で利用

携帯電話等の普及により、無線局数は大幅に増加 （昭和60年：約381万局 ⇒ 平成30年2月：約2億3,256万局）。
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［携帯電話・全国ＢＷＡへの割当て状況］

周波数

波長

30kHz
(3万Hz)
10km

300kHz
(30万Hz）

1km

3MHz
(300万Hz)

100m

30MHz
(3千万Hz)

10m

300MHz
(3億Hz)

1m

3GHz
(30億Hz)
10cm

30GHz
(300億Hz)

1cm

300GHz
(3千億Hz)

1mm

3000GHz
(3兆Hz)
0.1mm

3kHz
(3千Hz)
100km

船舶･航空機用ﾋﾞｰｺﾝ
標準電波

船舶通信
ＡＭラジオ

航空機用ﾋﾞｰｺﾝ

船舶･航空機無線
アマチュア無線

短波放送

防災行政無線
消防・警察無線
航空管制通信
ＦＭ放送

携帯電話･PHS
広帯域移動無線

ｱｸｾｽｼｽﾃﾑ
無線LAN

地上ﾃﾞｼﾞﾀﾙ放送
衛星測位、衛星通信

衛星通信
衝突防止ﾚｰﾀﾞｰ(車)

携帯電話
無線LAN
衛星通信
衛星放送

主な利用分野
環境計測
(ｾﾝｼﾝｸﾞ)

超長波
ＶＬＦ

長 波
ＬＦ

中 波
ＭＦ

短波
ＨＦ

超短波
ＶＨＦ

極超短波
ＵＨＦ

ミリ波
ＥＨＦ

サブ
ミリ波

マイクロ波
ＳＨＦ

赤外線
可視光
紫外線

事業者
合計

（周波数幅）
契約数シェア※１

（H29.12末）

周波数帯

700
MHz帯

800
MHz帯

900
MHz帯

1.5
GHz帯

1.7
GHz帯

2
GHz帯

2.5
GHz帯

3.4~3.6
GHz帯

NTTドコモ 240MHz 240MHz 44.3% 20MHz 30MHz ― 30MHz 40MHz 40MHz ― 80MHz

KDDI 190MHz
240MHz 30.0%

20MHz 30MHz ― 20MHz 40MHz 40MHz ― 40MHz

UQｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ 50MHz ― ― ― ― ― ― 50MHz ―

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ 220MHz 250
MHz

25.7%
20MHz ― 30MHz 20MHz 30MHz※２ 40MHz ― 80MHz

ワイヤレス・シティ・
プランニング

30MHz ― ― ― ― ― ― 30MHz ―

楽天モバイル
ネットワーク※３ 40MHz 40MHz 0% ― ― ― ― 40MHz ― ― ―

使いやすい帯域

※１ グループ内取引調整を行った後の数値であり、 PHSシステムの契約数を含んでいるもの。
※２ このほかにPHSシステム（TDD用：31.2MHz）あり
※３ 楽天モバイルネットワークへの周波数の割当ては平成３０年４月

3-2 携帯電話等への周波数割当て状況

・ビル陰や木陰にも電波が伝わる
・大量の情報の伝送が可能

3-3 携帯電話等の発展

第１世代
（1980年代）

第２世代
（1993年（平成5年）～）

第３世代（ＩＭＴ）
第４世代（IMT‐Advanced）
（2014年（平成26年）～）３世代

（2001年（平成13年）～）

３.５世代
（2006年（平成18年）～）

３.９世代
（2010年（平成22年）～）

スピード
（情報量） 数kbps  384kbps  14Mbps 100Mbps

高速移動時 100Mbps
低速移動時 1Gbps～
（光ファイバと同等）

主な
サービス

通信方式 各国毎に別々
（アナログ）

各国毎に別々
（デジタル）

PDC（日本）、GSM（欧

州）、cdmaOne（北米）

世界標準方式（デジタル）

LTE-AdvancedW-CDMA
CDMA2000

HSPA
EV-DO LTE

備考 平成24年7月に終了 900MHz帯
ソフトバンクモバイル（現ソフト
バンク）へ割当て（平成24.7～
サービス開始）

700MHz帯
イー・アクセス（現ソフトバンク）、
NTTドコモ、KDDIグループへ割
当て（平成27.5～サービス開始）

3.5GHz帯
NTTドコモ、KDDIグループ、ソフト
バンクモバイル（現ソフトバンク）
へ割当て（平成28.6～サービス開始）

1.7GHz帯
KDDIグループ、楽天モバイルネッ
トワークへ割当て

3.4GHz帯
NTTドコモ、ソフトバンクへ割当て

無線アクセス
Wireless MAN-

Advanced

無線LAN
（Wi-Fi） 11Mbps 54Mbps 300Mbps 1Gbps

超高速
無線ＬＡＮ

１．携帯電話

２．その他
100Mbps

（※）ＢＷＡ （Broadband Wireless Access System）
広帯域移動無線アクセスシステム

音声 メール
インターネット接続 音楽、ゲーム、映像配信

【屋外等の比較的広いエリアで、モバイルＰＣ等でインターネット等が利用可能】

【家庭内など比較的狭いエリアで、モバイルＰＣ等でインターネット等が利用可能】

ＢＷＡ（※）
（2009年（平成21年）～）

WiMAX、XGP
20～40Mbps

高度化BWA
2011年（平成23年）～

WiMAX2+、AXGP
100Mbps～
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3-4 第４世代移動通信システム（ＬＴＥ－Ａdvanced）

 「第４世代移動通信システム（４Ｇ）」は、キャリアアグリゲーション等の柔軟で周波数利用効率の高い電波
利用技術により、光ファイバ並みの超高速通信を実現

 NTTドコモ、KDDIグループ、ソフトバンクは平成28年にサービスを開始

 総務省は、４Ｇのさらなる普及のため、平成30年４月にこれら３者に加え、楽天モバイルネットワークに周波

数割当てを実施

【参考】1.7GHz帯及び3.4GHz帯の移行・再編について

4.5GHz帯等へ移行・再編

［再編後］

 1.7GHz帯

［現状］

1884.5

1710

1750 1765 1785 1845 1860 1880

1805

携帯
電話

携帯
電話

携帯電話
（東名阪）

携帯電話
（東名阪）

1700

P

H

S

気
象
衛
星

携帯電話
［40MHz］

携帯電話
［40MHz］ 携帯電話

［20MHz］
携帯電話
［20MHz］

 ３.４GHz帯

衛星ダウンリンク

放送事業者等（固定・移動）

3400 3480 3520 35603456

レ
ー
ダ

3600

5/6/７GHz帯等へ移行・再編

携帯電話 携帯電話 携帯電話

衛星ダウンリンク

3400 3480 3520 3560

レ
ー
ダ

3600

携帯電話携帯電話［80MHz］ ↑↓ 携帯電話 携帯電話

［現状］

［再編後］

【MHz】

1710 182517401700

1884.51749.9 1764.9 1784.9 1844.9 1859.9 1879.9

1775

携帯
電話

携帯
電話

携帯電話
（東名阪）

携帯電話
（東名阪）

P

H

S

気
象
衛
星

公共用固定局
（防衛省）

Ｐ
Ｈ
Ｓ

Ｐ
Ｈ
Ｓ

3GPP標準↑ 1710-1785MHz 3GPP標準↓ 1805-1880MHz

3GPP標準↑↓ 3400-3600MHz

公共用固定局
（防衛省）

ガード
バンド

ガード
バンド

ガード
バンド

ガード
バンド

ガ
ー
ド
バ
ン
ド

ガ
ー
ド
バ
ン
ド

既存の携帯
電話割当

追加の携帯
電話割当
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アプリ・サービス
の検討

５Ｇ実証試験 （2017年度～）

・新たな市場の創出に向けて
様々な分野の関係者が参加する
実証プロジェクトを実施

FY2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

5
Ｇ
の
更
な
る
進
化
・
高
度
化

世
界
に
先
駆
け
5
Ｇ
を
実
現

５Ｇの普及に向けた
研究開発 （2018年度～）

・５Ｇの更なる高度化を
目指した基盤技術

５Ｇ研究開発 （2015年度～）

・超高速、大容量、低遅延、多数接続に
関する要素技術の研究開発を推進

・欧州等と連携し、国際共同研究を実施

研究開発と総合実証で知⾒を相互にやりとり

3-5 第５世代移動通信システム（５Ｇ）の推進

 「第５世代移動通信システム（５Ｇ）」は、超高速だけでなく、多数同時接続や超低遅延といった従来にない
特徴を有しており、ＩｏＴ時代の基盤インフラとして期待

 2020年（平成32年度）の5G実現に向け、2015年度（平成27年度）より、超高速・大容量・低遅延等に関する研

究開発を実施

 5Gを社会実装させることを念頭に、2017年度（平成29年度）より、実環境を活用した総合的な実証試験を東

京および地方で実施

 5Gの普及に向け、2018年度（平成30年度）より、柔軟な基地局展開等を可能とする研究開発を実施予定

○ あっせん･仲裁の制度を創設し、無線局を新設する場合等に行う既存無線局との混信防止に関する協議を促進。

○ あっせん･仲裁の手続を行うことができる無線局は、次のとおり。

・ 電気通信業務の用に供する無線局 ・ 鉄道事業に係る列車の運行の業務の用に供する無線局

・ 放送の業務の用に供する無線局 ・ ガス事業に係るガスの供給の業務の用に供する無線局

・ 地方公共団体の防災行政事務の用に供する無線局 ・ MCA陸上移動通信業務の用に供する無線局

・ 電気事業に係る電気の供給の業務の用に供する無線局

※ あっせん･仲裁等による既存無線局との調整の結果、契約を締結したときは、その内容を免許等申請に際して
提出。

※ 無線局の免許人等は、混信防止に関する協議の申入れがあったときは、電波の公平かつ能率的な利用を確保
する見地から、誠実に協議を行うとともに、相当の期間内に当該協議が調うよう努めなければならない。

（無線局運用規則の一部改正）

周波数が逼迫する中、新システムの導入に際して必要な、電波の混信を防止するための既存の無線局等との調
整が１年から２年半に長期化する事例が発生、迅速な新サービスの提供が困難となる可能性。

新設基地局Ａ

端末Ｂ

既存基地局Ｂ
新設基地局Ａ

端末Ｂ

電気通信紛争処理委員会のあっせん・仲裁により、
Ａからの妨害がないよう、Ａの費用負担によりＢを改造。

→ Ａの開設が可能。 ☆Ａ、Ｂ共に、電波の利用が可能。

新設基地局Ａの発射電波が、既存無線局Ｂの通信を妨害
→ Ａの開設は不可。

既存基地局Ｂ免許不可 免許可能

電気通信紛争処理
委員会によるあっせん・仲裁

改正後の制度従前の制度

電波法・電気通信事業法の一部改正（平成20年4月1日施行）

3-6 無線局開設等に係る紛争
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４ 放送事業の動向

(１) 放送の主な分類

(２) 放送事業の参入に係る制度の概要

(３) 放送対象地域

(４) 民間地上テレビジョン放送事業者の番組系列（テレビジョン放送・１２７社）

(５) 放送メディアの市場規模

(６) 民間地上テレビジョン放送事業者の経営状況

(７) ケーブルテレビ事業者の収支状況（平成27年度）

(８) ケーブルテレビの普及状況（平成27年度）

(９) 各都道府県におけるケーブルテレビ（自主放送あり）の普及率

(10) 区域外再放送の問題

(11) 再放送同意と大臣裁定

(12) ４Ｋ・８Ｋ推進のためのロードマップ（2015年７月公表）

有線放送

地上放送

衛星放送

テレビ

ラジオ

BS放送

東経110度CS放送

中波（AM）

超短波（FM）

東経124/128度CS放送

地上放送

東経110度ＣＳ放送

ＢＳ放送

東経124/128度
ＣＳ放送

マルチメディア放送

有線放送
（ケーブルテレビ・IPTV）

4-1 放送の主な分類
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4-2  放送事業の参入に係る制度の概要

基幹放送事業者 一般放送事業者

ソフトとハードの事業者が
一致している場合
（特定地上基幹放送事業者）

電波法に基づく「免許」

※５年ごとに再免許
放送法に基づく「登録」 放送法に基づく「届出」

ソフトとハードの事業者が
異なっている場合

放送法に基づく「認定」

※５年ごとに更新

基幹放送 一般放送

放送をする無線局に専ら又は優先的に割り当てられる
ものとされた周波数の電波を使用する放送

基幹放送に該当しない放送

放送エリア：広い
視聴者への影響：大きい

放送エリア：狭い
視聴者への影響：小さい

（具体例）

○ 地上基幹放送
（地上テレビ、AMラジオ、FMラジオ、コミュニティFM放送）

○ 移動受信用地上基幹放送（マルチメディア放送）

○ 衛星基幹放送 （ＢＳ放送、110度ＣＳ放送）

（具体例）

○124/128度ＣＳ放送

（テレビ、ラジオ）

○ケーブルテレビ（大規模）

（具体例）

○有線ラジオ

○エリア放送

○ケーブルテレビ（小規模）

【放送の業務の種類と参入規律】

放送の業務（ソフト）については放送法、設備の設置（ハード）については電波法等により規律。

(1) 規定の仕方
① 放送の主体（ＮＨＫ、放送大学学園、一般放送事業者）
② 放送の種類（テレビジョン放送、中波放送、超短波放送等）等に基づき設定

(2) 具体例 （地上基幹放送）
① ＮＨＫ

関東広域圏、関東広域圏にある県を除く各道府県
② 放送大学学園

関東広域圏
③ 一般放送事業者

広域圏 ：関東広域圏、近畿広域圏、中京広域圏
複数の県域：鳥取県及び島根県、岡山県及び香川県
その他 ：上記以外の各都道府県

(1) 放送対象地域ごとに放送系の数の目標を設定
放送の計画的な普及及び健全な発達を図るため、放送普及基本計画において、放送対象地域ごとに普及させる
放送系の数の目標を設定。

(2) 放送対象地域内では、難視聴解消の義務又は努力義務
放送事業者は、放送対象地域内で、その放送があまねく受信できるように努めることとされている。
（ＮＨＫには、テレビジョン放送及び中波放送・超短波放送のいずれかが全国において受信できるように措置をすることが義務付け）

4-3 放送対象地域

同一の放送番組の放送を同時に受信できることが相当と認められる一定の区域（放送法第９１条第２項第２号）のことであり、

その地域の自然的、経済的、社会的、文化的諸事情や周波数の効率的使用を考慮して、基幹放送普及計画において定める
（放送法第９１条第３項）。

放送対象地域の概念

放送対象地域の効果

放送対象地域の例
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九
州
放
送

フ
ル
ネ
ッ
ト
局

ク
ロ
ス
ネ
ッ
ト
局

Ｆ
Ｎ
Ｎ
（
28
局
）

Ａ
Ｎ
Ｎ
（
26
局
）

Ｔ
Ｘ
Ｎ
（６
局
）

そ
の
他
（
13
局
）

テ
レ
ビ
朝
日

福
島
放
送

名
古
屋
テ
レ
ビ
放
送

朝
日
放
送
テ
レ
ビ

新
潟
テ
レ
ビ
二
十
一

長
野
朝
日
放
送

静
岡
朝
日
テ
レ
ビ

北
陸
朝
日
放
送

福
井
放
送

瀬
戸
内
海
放
送

愛
媛
朝
日
テ
レ
ビ

広
島
ホ
ー
ム
テ
レ
ビ

山
口
朝
日
放
送

九
州
朝
日
放
送

青
森
朝
日
放
送

岩
手
朝
日
テ
レ
ビ

東
日
本
放
送

山
形
テ
レ
ビ

秋
田
朝
日
放
送

長
崎
文
化
放
送

熊
本
朝
日
放
送

大
分
朝
日
放
送

テ
レ
ビ
宮
崎

鹿
児
島
放
送

琉
球
朝
日
放
送

北
海
道
テ
レ
ビ
放
送

フ
ジ
テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン

岩
手
め
ん
こ
い
テ
レ
ビ

秋
田
テ
レ
ビ

さ
く
ら
ん
ぼ
テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン

東
海
テ
レ
ビ
放
送

関
西
テ
レ
ビ
放
送

新
潟
総
合
テ
レ
ビ

長
野
放
送

テ
レ
ビ
静
岡

石
川
テ
レ
ビ
放
送

富
山
テ
レ
ビ
放
送

福
井
テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン
放
送

山
陰
中
央
テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン
放
送

岡
山
放
送

テ
レ
ビ
愛
媛

高
知
さ
ん
さ
ん
テ
レ
ビ

テ
レ
ビ
新
広
島

テ
レ
ビ
西
日
本

サ
ガ
テ
レ
ビ

テ
レ
ビ
長
崎

テ
レ
ビ
熊
本

テ
レ
ビ
大
分

テ
レ
ビ
宮
崎

鹿
児
島
テ
レ
ビ
放
送

沖
縄
テ
レ
ビ
放
送

北
海
道
文
化
放
送

東
北
放
送

ア
イ
ビ
ー
シ
ー
岩
手
放
送

仙
台
放
送

福
島
テ
レ
ビ

4-4 民間地上テレビジョン放送事業者の番組系列（テレビジョン放送・127社）

独
立
Ｕ
局

地上系民間基幹放送事業者(194社)

2兆3,638億円(60.3%)

ＮＨＫ
7,073億円(18.0%)

衛星系民間放送事業者(41社)
3,463億円(8.8%)

有線テレビジョン放送
事業者(291社)
5,031億円(12.8%)

放送メディアの収入 平成28年度 ３兆9,205億円

【衛星系民間放送事業者内訳】

衛星基幹放送（ＢＳ放送）（19社） 2,185億円（5.6%）

衛星基幹放送（東経110度ＣＳ放送）（23社） 868億円（2.2%）

衛星一般放送（4社） 410億円（1.0%）

【地上系民間基幹放送事業者内訳】

テレビジョン放送単営(94社) 1兆9,037億円（48.6%）

ＡＭ放送・テレビジョン放送兼営(33社) 3,463億円（ 8.8%）

その他(※)単営(67社)   1,137億円（ 2.9%）

※…ＡＭ(14社)、短波(1社)及びＦＭ(52社)

・ 放送メディアの市場規模は、平成28年度において、３兆9,205億円。

・ 各放送事業者のシェアは、地上系民間基幹放送事業者が60.3％、ＮＨＫが18.0％、有線テレビジョン放送

事業者が12.8％、衛星系民間放送事業者が8.8％。

4-5 放送メディアの市場規模

（注1）（ ）内の％は、放送メディアに占める各媒体のシェア。
小数点第2位を四捨五入しているため合計が一致しない場合がある。

（注2） 「地上系民間基幹放送事業者」には、一般財団法人道路交通情報通信システムセ
ンター及びコミュニティ放送事業者を含めていない。

（注3）ＮＨＫについては損益計算書（一般勘定）の経常事業収入、経常事業外収入及び
特別収入の和から未収受信料欠損償却費を差し引いた値。

（注4）放送大学学園を除く。
（注5）「有線テレビジョン放送事業者」とは、有線電気通信設備を用いて自主放送を行う

登録一般放送事業者（営利法人に限る。）のうち、ＩＰマルチキャスト方式による
事業者等を除く者。

(注6）「衛星系民間放送事業者」の内訳には、ＢＳ放送と東経110度ＣＳ放送を兼営する
事業者が4社存在し、また、衛星基幹放送と衛星一般放送を兼営する事業者が１社
存在するため、総数（41社）とは一致しない。
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年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

キー局
（５局）

売上高 11,001(2,200) 10,989(2,198) 11,219(2,244) 11,395(2,279) 11,402(2,280) 11,428(2,286) 11,612(2,322)

営業損益 592(118) 608(122) 653(131) 660(132) 668(134) 730(146) 722(144)

準キー局
（４局）

売上高 2,360(590) 2,410(603) 2,417(604) 2,443(611) 2,474(619) 2,511(628) 2,543(636)

営業損益 133(33) 151(38) 142(35) 144(36) 140(35) 145(36) 158(40)

中京広域局
（４局）

売上高 1,153(288) 1,151(288) 1,152(288) 1,156(289) 1,151(288) 1,157(289) 1,175(294)

営業損益 108(27) 116(29) 118(30) 110(27) 121(30) 113(28) 99(25)

ローカル
テレビ局
（114局）

売上高 6,905(61) 6,707(59) 6,832(60) 6,941(61) 7,055(62) 7,112(62) 7,170(63)

営業損益 289(3) 320(3) 466(4) 548(5) 575(5) 586(5) 566(5)

4-6 民間地上テレビジョン放送事業者の経営状況

（億円）
売上高の合計 売上高の平均

（億円）

（単位：億円） （ ）内は１社平均

0

5,000
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H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

キー局 準キー局 中京広域局 ローカルテレビ局

0
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2000

3000
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キー局 準キー局 中京広域局 ローカルテレビ局

4-7 ケーブルテレビ事業者の収支状況（平成28年度）

・ ケーブルテレビ事業の営業収益及び営業利益はいずれも微増した。
・ 291社中255社（87.6%）が単年度黒字を計上。

注：調査対象は、有線電気通信設備を用いて自主放送を行う登録一般放送事業者（営利法人に限る。）のうち、IPマルチキャスト方式による事業

者等を除く者291社。
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億円
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87.6%
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4-8 ケーブルテレビの普及状況（平成28年度）

・ 登録に係る自主放送を行うための有線電気通信設備によりサービスを受ける加入世帯数は平成29年３月末
で約2,980万世帯、対前年度比1.1％の増加。

・ 有線電気通信設備を用いて自主放送を行う登録一般放送事業者数は508事業者（対前年度比0.4％減）。

2,804 2,864 2,918 2,948 2,980

60 58 79 87 91

0

1,000

2,000

3,000

4,000

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

再放送のみを行う設備

自主放送を行う設備

2,997 3,036

自主・再放送別の加入世帯数の推移

万世帯

2,864

ケーブルテレビの事業者数及び設備数

注：自主放送を行う設備による加入世帯数はＲＦ方式及び
ＩＰマルチキャスト方式の合計値

2,922
3,070

ア 事業者数
有線電気通信設備を用いて放送を行う登録一般放送事業者数は737 事業者で、
対前年度比約1.5%の減少。

区 分 平成27年度末 平成28年度末 増減数 増減率

登録に係る自主放送を行う
ための有線電気通信設備 510  508  ‐2  ‐0.4%

登録に係る再放送のみを行う
ための有線電気通信設備 238 229  ‐9 ‐3.8%

合計 748  737 ‐11  ‐1.5%

イ 設備数
登録に係る有線電気通信設備は1,019設備で、対前年度比約0.6%の減少。

区 分 平成27年度末 平成28年度末 増減数 増減率

登録に係る自主放送を行う
ための有線電気通信設備 671  673  2  0.3%

登録に係る再放送のみを行う
ための有線電気通信設備 354  346  ‐8  ‐2.3%

合計 1,025  1,019  ‐6  ‐0.6%

北海道

香川県

福
岡

県

佐賀県

長崎県

大
分

県

鹿
児

島

県

※平成29年3月末現在。
※普及率は、平成28年1月1日現在の住民基本台帳世帯数から算出。
※上記の統計値については、ＩＰマルチキャスト方式による放送に係るものを含む。

都道府県 普及率 都道府県 普及率

北海道 25.6% 滋賀県 37.5%

青森県 17.6% 京都府 45.0%

岩手県 18.9% 大阪府 87.4%

宮城県 29.2% 兵庫県 71.6%

秋田県 16.5% 奈良県 46.9%

山形県 16.6% 和歌山県 37.5%

福島県 3.9% 鳥取県 63.5%

茨城県 21.9% 島根県 55.1%

栃木県 23.0% 岡山県 34.1%

群馬県 13.9% 広島県 28.8%

埼玉県 57.5% 山口県 61.1%

千葉県 55.7% 徳島県 89.8%

東京都 81.7% 香川県 27.8%

神奈川県 71.7% 愛媛県 37.0%

新潟県 22.5% 高知県 24.6%

富山県 65.9% 福岡県 47.3%

石川県 43.8% 佐賀県 54.2%

福井県 74.3% 長崎県 35.3%

山梨県 82.2% 熊本県 27.5%

長野県 51.0% 大分県 65.3%

岐阜県 36.7% 宮崎県 41.9%

静岡県 27.2% 鹿児島県 8.3%

愛知県 54.8% 沖縄県 19.7%

三重県 75.0% 全国 52.3%
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4-9 各都道府県におけるケーブルテレビ（自主放送あり）の普及率

・・・70.1％～100％

・・・50.1％～70％

・・・30.1%～50％

・・・10.1%～30％

・・・10%以下
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Ｙ地上テレビジョン放送事業者

X地上テレビジョン放送事業者

Ｂ県

Ａ県

ケーブルテレビ事業者

視聴率が落ち
るので困る

同意できない

（地上基幹放送事業者の問題意識）

○ Ｂ県において視聴できるチャンネル数が増加するため、Ｂ県の既存地上テレビジョン放送
事業者（Ｙ）の視聴率を低下させるおそれがある。

○ Ａ県の地上テレビジョン放送事業者（Ｘ）はＢ県での再放送を念頭に置いていないため、
番組編集上の配慮ができない。

Ａ県の地上テレビジョン放送事業者が区域外再放送に否定的で
紛争に発展することがある

4-10 区域外再放送の問題

「区域外再放送」とは、 Ａ県を放送対象地域とする地上基幹放送（地上テレビジョン放送）事業者の放送を、

ケーブルテレビ事業者が受信して、放送対象地域が異なるＢ県内の世帯に再放送すること。

Ｂ県での視聴は想
定していない

１ 放送番組の同一性やチャンネルイメージの確保に関わる次のいず

れかの場合

２ 放送対象地域以外の地域での再放送である場合には、基幹放送

事業者の「番組編集上の意図」である「放送の地域性に係る意図」

の侵害の程度が「受信者の利益」の程度との比較衡量において許

容範囲内（受忍限度内）にあるとは言えない場合

① 意に反して、放送番組が一部カットして有線放送される場合

② 意に反して、異時再放送される場合

③ 当該チャンネルで別の番組の有線放送を行い、基幹放送事業者
の放送番組か他の番組か混乱が生じる場合

④ 有線テレビジョン放送事業者としての適格性に問題がある場合

⑤ 良質な再放送が期待できない場合

（その他）

○ 地元放送事業者の経営に与える影響等は、地元同意の有無を
含め、「正当な理由」の判断に関して考慮されないこと。

○ 「地域間の関連性」については、通勤等の人の移動状況等地域
間における交流状況等に基づき個別判断。

○ 少なくとも、放送対象地域の隣接市町村での再放送は、再放送
の同意をしない「正当な理由」には該当しないこと等を例示。

再放送ガイドライン(※)による 「正当な理由」の解釈

※ 括弧内は放送法 （昭和25年法律第132号）の関連条項

諮問

総務大臣

ケ
ー
ブ
ル
テ
レ
ビ
事
業
者
等

地
上
テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン

放
送
事
業
者同意拒否

協議に応じない／協議不調

裁定

電気通信紛争処理委員会

同意しないことにつき正当な
理由がある場合を除き、同
意すべき旨を裁定

（144条３項）

再放送実施には、放送事業者
の同意が必要（11条）

答申

協議を申し入れたにもかかわらず
・相手方が協議に応じない
・協議が調わない

ときは、裁定申請が可能（144条１項）

協議

同意要請

裁定申請

※ 有線テレビジョン放送事業者による基幹放送事業者の地上基幹放送（テ
レビジョン放送に限る。）の再放送の同意に係る協議手続及び裁定における
「正当な理由」の解釈に関するガイドライン

4-11 再放送同意と大臣裁定
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２０１４年 ２０１５年 ２０１６年 ２０１７年 ２０１８年 ２０２０年 ２０２５年頃

４Ｋ・８Ｋの普及に向けた基本的な考え方 ～２Ｋ・４Ｋ・８Ｋの関係

 新たに高精細・高機能な放送サービスを求めない者に対しては、そうした機器の買い換えなどの負担を強いることは避ける必要がある

 高精細・高機能な放送サービスを無理なく段階的に導入することとし、その後、２Ｋ・４Ｋ・８Ｋが視聴者のニーズに応じて併存することを前提し、無理のな
い形で円滑な普及を図ることが適切

地デジ等 継 続

２Ｋ

現行の２Ｋ放送

１２４/１２８
度ＣＳ

４Ｋ
実用放送

４Ｋ試験放送
４Ｋ

実用放送

４Ｋ
実用放送

４Ｋ試験放送

4K VOD実用
サービス

８Ｋに向けた実験的取組

８Ｋに向けた実験的取組

衛

星

ケーブル
テレビ

ＩＰＴＶ等

４Ｋ試験放送

4K VOD
トライアル

４Ｋ・８Ｋ

試験放送

４Ｋ
試験放送

ＢＳ
（右旋）

ＢＳ
（左旋）

１１０度ＣＳ
（左旋）

（ＢＳ17ch）

トラポンの
追加割当

４Ｋ
実用放送

４Ｋ・８Ｋ
実用放送

トラポンの
追加割当

４Ｋ
実用放送

＜目指す姿＞

・2020年東京オリンピック・

パラリンピック競技大会

の数多くの中継が４Ｋ・８

Ｋで放送されている。

・全国各地におけるパブ

リックビューイングにより、

2020年東京オリンピック・

パラリンピック競技大会

の感動が会場のみでなく

全国で共有されている。

・４Ｋ・８Ｋ放送が普及し、多

くの視聴者が市販のテレ

ビで４Ｋ・８Ｋ番組を楽し

んでいる。

（ＢＳ17chを含め、

２トラポンを目指す）
＜イメージ＞

・４Ｋ及び８Ｋ実用放送
のための伝送路として
位置付けられたＢＳ左
旋及び110度ＣＳ左旋
において多様な実用
放送実現・右旋の受信
環境と同程度に左旋
の受信環境の整備が
進捗

（注１）ケーブルテレビ事業者がIP方式で行う放送は「ケーブルテレビ」に分類することとする。
（注２）「ケーブルテレビ」以外の有線一般放送は「IPTV等」に分類することとする。
（注３）ＢＳ右旋での４Ｋ実用放送については、４Ｋ及び８Ｋ試験放送に使用する１トランスポンダ（ＢＳ１７ｃｈ）を含め2018年時点に割当て可能なトランスポンダにより実施する。この際、周波数使用状況、技術進展、参入希望

等を踏まえ、使用可能なトランスポンダ数を超えるトランスポンダ数が必要となる場合には、ＢＳ１７ｃｈを含め２トランスポンダを目指して拡張し、ＢＳ右旋の帯域再編により４Ｋ実用放送の割当てに必要なトランスポンダ
を確保する。

（注４）ＢＳ左旋及び110度ＣＳ左旋については、そのＩＦによる既存無線局との干渉についての検証状況、技術進展、参入希望等を踏まえ、2018年又は2020年のそれぞれの時点において割当て可能なトランスポンダにより、４
Ｋ及び８Ｋ実用放送を実施する。

（注５）2020年頃のBS左旋における４Ｋ及び８Ｋ実用放送拡充のうち８Ｋ実用放送拡充については、受信機の普及、技術進展、参入希望等を踏まえ、検討する。

４Ｋ・８Ｋ

4-12 ４Ｋ・８Ｋ推進のためのロードマップ（2015年７月公表）
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